2016年10月18日～19日
沖縄署名、南スーダン（情勢、派遣延長）、憲法審査会27日再開、自民党憲法改正推進本部、生前退位特措法違憲、衆院補選、新潟知事選小沢、又市発言、TPP特別委、核兵器禁止条約、日ロ領土交渉、同JCP委員長提案、沖縄、靖国参拝、参院格差訴訟、社説
沖縄にこそ憲法生かせ」　基地撤回訴え全国で署名

東京新聞2016年10月19日 朝刊
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　安全保障関連法の廃止を求める市民団体「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」が今月から、沖縄県での米軍基地・施設建設の撤回を求める署名活動を全国で始めた。安保法も沖縄の基地問題も、憲法の平和主義や民意をないがしろにしている点で同根であり、日本全体で支援しなければならないという問題意識だ。　（清水俊介）

　実行委は「解釈で憲法９条を壊すな！実行委員会」など三組織の集合体。それぞれ構成団体は異なるが、「総がかり」として連携して動いている。他の市民団体と協力して安保法廃止を求める署名を全国で集め、これまでに約千五百八十万筆に達した。

　沖縄で、政府は名護市辺野古（へのこ）で米軍新基地建設計画を推進し、東村高江周辺でヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）建設工事を始めた。実行委は「沖縄県民だけの戦いにしてはいけない」と、新たな署名活動を始めた。

　署名は「沖縄県民の民意尊重と、基地の押し付け撤回を求める全国統一署名」と名付け、沖縄の市民団体などとも協力して実施。辺野古の新基地建設とヘリパッド建設工事の中止、日米地位協定の抜本改定などを求めている。来年の通常国会の会期中、安倍晋三首相と衆参両院議長に第一回集約分の提出を目指す。

　実行委メンバーは「沖縄県民の民意は国政選挙や知事選ではっきり示されており、建設強行は許されない。沖縄にこそ今、憲法が生かされなければならない」と署名を呼びかけている。

　実行委は十九日午後六時半から、安保法廃止を訴える毎月定例の街頭行動を、衆院第二議員会館前で行う予定。

■「沖縄県民の民意尊重と、基地の押し付け撤回を求める全国統一署名」のポイント

・名護市辺野古への新基地建設をやめる

・北部訓練場でのヘリパッド工事をやめる

・普天間飛行場は閉鎖し、すみやかに返還

・沖縄の米海兵隊を撤退させる

・日米地位協定を抜本的に改定

南スーダン派遣５カ月延長へ＝政府
　政府は１８日、南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）への自衛隊派遣について、今月末までとなっている派遣期間を５カ月間延長し、２０１７年３月末までとする方針を決めた。国連が南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の活動期間を延長したことに伴う措置。
　次期派遣部隊の陸上自衛隊第９師団（青森市）を中心とする部隊は、１１月から順次派遣される予定。安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新任務については、治安情勢などを見極めた上で来月以降に付与するかどうかを判断する。（時事通信2016/10/18-22:19）
南スーダン派遣、5カ月延長へ　自衛隊新任務判断は先送り

共同通信2016/10/18 21:07

　政府は、今月末に期限を迎える南スーダン国連平和維持活動（PKO）への陸上自衛隊部隊の派遣を来年3月末まで5カ月間延長する方針を固めた。25日にも実施計画の変更を閣議決定する見通しだ。安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新任務付与の最終判断は11月に先送りし、付与する場合、改めて閣議決定する。政府関係者が18日明らかにした。

　派遣中の10次隊を引き継ぎ、11月中旬以降、陸自第9師団第5普通科連隊（青森市）を中心とする11次隊を南スーダンに送る。稲田朋美防衛相は10月23日にも国内で新任務の実働訓練を視察する。

南スーダンＰＫＯ、５カ月延長へ　政府 
日経新聞2016/10/19 0:25
　政府は陸上自衛隊が参加する南スーダン国連平和維持活動（ＰＫＯ）の実施計画をめぐり、10月末に期限を迎える派遣期間を来年の３月末まで５カ月間延長する。25日に閣議決定する見通し。19日に自民党が開く国防部会などの合同会議で説明する。
　政府は11月に派遣する第９師団（青森市）を中心とする部隊に、安全保障関連法に基づく「駆けつけ警護」などの新任務を付与する方針。そのための実施計画変更は、国会審議の状況などを見極め、派遣期間の延長とは別に閣議決定する。国連安全保障理事会も南スーダン派遣団（ＵＮＭＩＳＳ）の活動期間を12月15日まで延ばしている。
南スーダンへの自衛隊ＰＫＯ派遣 ５か月間延長で調整
NHK10月19日 5時28分
政府は、アフリカの南スーダンで国連のＰＫＯ＝平和維持活動にあたっている自衛隊について、今月末までとなっている派遣期間を来年３月末まで５か月間、延長する方向で最終的な調整に入りました。
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激しい内戦の末、スーダンから分離独立した南スーダンでは、５年前から国連のＰＫＯが活動しており、陸上自衛隊の施設部隊も道路整備などのために派遣されていますが、ことし７月の戦闘の再燃を受けて、現在は、首都ジュバにある国連の施設内で活動しています。
これについて、政府は、現地では、ＰＫＯの任務を円滑に進めるため、自衛隊の活動の継続を求める声が強いなどとして、今月末までとなっている派遣期間を来年３月末まで５か月間、延長する方向で最終的な調整に入りました。派遣期間を延長するのは、今回で７回目となり、政府は今月中に閣議決定することにします。
政府は、交代で派遣される見通しの部隊に、安全保障関連法に基づく「駆け付け警護」などの新たな任務を付与する方向で検討を進めており、現地の治安状況や部隊の訓練の習熟度などを見極めたうえで、来月にも最終判断する方針です。
南スーダン首都「ＰＫＯ５原則維持の状況」　稲田防衛相
朝日新聞デジタル2016年10月18日11時41分

稲田朋美防衛相
　稲田朋美防衛相は１８日午前の閣議後の記者会見で、国連平和維持活動（ＰＫＯ）に陸上自衛隊を派遣している南スーダンの北東部で戦闘が起き、少なくとも６０人が死亡したことについて「自衛隊が活動しているジュバ市内は落ち着いている。ＰＫＯ（参加）５原則は維持された状況だと思う」と述べ、自衛隊の活動には影響がないとの認識を示した。
　一方で、次期派遣部隊に安全保障関連法で任務を拡大した「駆けつけ警護」を付与するかどうかは「有意義な活動を行っていける状況か、しっかりと見極めていかなければならない。現地情勢や訓練状況などを慎重に見極めつつ、政府内で総合的に検討をしていく」と述べた。
　菅義偉官房長官も１８日午前の記者会見で「自衛隊が展開している首都ジュバは、比較的落ち着いている」と語った。
南スーダンで激しい戦闘、６０人死亡　政府軍発表
朝日新聞デジタルヨハネスブルク＝三浦英之2016年10月18日11時30分
　南スーダンの政府軍報道官は１７日、同国北東部マラカル周辺で政府軍と反政府勢力の間で激しい戦闘が起き、双方合わせて少なくとも６０人が死亡したと明らかにした。ＡＦＰ通信が伝えた。
　同報道官によると、戦闘は１４日夜から１５日にかけて発生。マシャル前副大統領を支持する反政府勢力が、マラカル周辺で政府軍の軍事拠点２カ所を襲撃し、政府軍が反撃した。反政府勢力の戦闘員５６人と政府軍兵士４人が死亡したとしている。
　南スーダンでは、陸上自衛隊が国連平和維持活動（ＰＫＯ）に参加している。首都ジュバでは７月、政府軍と反政府勢力が武力衝突し、数百人が死亡。以来、北部を中心に戦闘が続いている。（ヨハネスブルク＝三浦英之）
自衛隊派遣の南スーダンで武力衝突 ６０人死亡
NHK10月18日 12時15分
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日本の陸上自衛隊も国連のＰＫＯ＝平和維持活動に派遣されているアフリカの南スーダンで、政府軍と反政府勢力の激しい武力衝突が起き、双方で少なくとも６０人の兵士が死亡したと伝えられていて、各地で治安の悪化が懸念されています。
ＡＰ通信などによりますと、南スーダン北部の都市マラカル近郊で、１４日から１５日にかけて、政府軍と反政府勢力の間で激しい武力衝突が起きました。この衝突で、反政府勢力の兵士少なくとも５６人と、政府軍の兵士４人が死亡したということで、政府軍の報道官は「反政府勢力側が先に攻撃を仕掛けてきた」と非難しています。
南スーダンではことし４月、暫定政府が樹立され和平に向けた動きが本格化しましたが、７月には首都ジュバで政府軍と反政府勢力の戦闘が再燃し、多数の死傷者が出る事態となりました。今月に入っても南部で襲撃事件が起き２１人の市民らが殺害されていて、国連のＰＫＯのＵＮＭＩＳＳ＝南スーダン派遣団が、政府軍と反政府勢力の双方に直ちに暴力行為を停止するよう要請したばかりでした。
ＵＮＭＩＳＳには陸上自衛隊も派遣されていることから、今月８日には稲田防衛大臣が首都ジュバの自衛隊の宿営地を視察し、首都の治安は落ち着いているとの見方を示しましたが、各地で武力衝突が相次ぎ治安の悪化が懸念されています。
防衛相「自衛隊活動のジュバは落ち着いた状況と認識」
稲田防衛大臣は閣議のあとの記者会見で、「衝突の場所は北部だが、大使館を通じて詳細な情報を収集している。自衛隊が活動しているジュバ市内は落ち着いた状況だと認識している」と述べ、自衛隊は活動を継続していることを明らかにしました。
そのうえで稲田大臣は、交代で派遣される見通しの部隊に対する「駆け付け警護」などの新たな任務の付与について、「ＰＫＯ参加５原則は維持された状況だと思うが、自衛隊が安全を確保しながら有意義な活動を行っていけるかどうか見極めていかなければならない。治安状況を緊張感を持って注視していく」と述べました。
しんぶん赤旗2016年10月19日(水)

南スーダン　北東部で戦闘　死者６０人以上　反政府派「政治的解決ない」と表明

　南スーダン北東部のマラカルで１４日夜、政府軍と反政府派の激しい戦闘があり、政府軍報道官は１６日、少なくとも反政府派５６人を殺害したと述べました。１７日になって同報道官は現地メディアに対し、政府軍側にも４人の死者、２２人の負傷者が出たことを認めました。（伊藤寿庸）

　ロイター通信によると、政府軍報道官のルル・ルアイ氏はこの戦闘について、政府軍陣地に対する反政府派による攻撃があったが「わが軍は彼らに重大な犠牲を与えて撃退した。５６人以上の反政府派が死亡した」と述べました。

　反政府派はマラカル近くのラロの政府軍陣地を、１４日に制圧したなどと発表していました。エチオピアのアディスアベバ滞在中の反政府派の副報道官ガトルアク氏は、ロイター通信の電話取材に、「政府がこの町から追放されたことを確認する。われわれの支配下にある」と述べました。

　同氏は「われわれは、（首都の）ジュバには一切の政治活動の余地はなく、一切の政治的解決策はないと悟った。国際社会や政府間開発機構（ＩＧＡＤ、東アフリカ諸国で作る地域機構）は、われわれを見捨てた。彼らは脆弱（ぜいじゃく）な和平合意を守れなかった」と語りました。

　他方で、政府軍報道官は「われわれは平和を支持している。平和を台無しにしているのは、リエク・マシャール（元副大統領）の下にある好戦派だ」などと非難しています。（１７日、ラジオ・タマーズジ）

　南スーダンでは昨年８月の和平合意に基づき、今年１月にキール大統領派と、マシャール副大統領（当時）率いる反政府派との統一政府の樹立で合意しましたが、７月にジュバで両派による激しい戦闘が発生し、事実上の内戦状態に突入しています。

　現地メディアによると、北部の旧ユニティ州でも１６日に政府軍と反政府派の衝突があり、現地の反政府派報道官は、政府軍兵士１０人を殺害、反政府派兵士１人が死亡し、６人が負傷したなどと述べています。また反政府派は、北西部のワウで政府軍が先週、農産物を市場に運んでいた民間人９人を殺害し、略奪したと非難しています。

陸自新任務の訓練、24日公開　「駆け付け警護」など

共同通信2016/10/18 19:00

　陸上自衛隊は18日、安全保障関連法に基づく新任務として可能になった「駆け付け警護」と「宿営地の共同防衛」の訓練の一部を、24日に岩手県の岩手山演習場で報道陣に初公開すると発表した。

　訓練に参加するのは、11月から南スーダンの国連平和維持活動（PKO）に派遣される11次隊の部隊要員。政府は、訓練の習熟度や南スーダンの治安状況を見極め、11次隊に新任務を付与するかどうか11月に最終判断する。

　青森市の第5普通科連隊が主力を担う11次隊は、8月下旬から派遣準備訓練を開始。9月中旬から駆け付け警護などの実動訓練を非公開で行っていた。

元米海兵隊大将、虚偽供述認める　記者への情報提供巡り
朝日新聞デジタルオーランド＝中井大助2016年10月18日10時50分
　米軍のジェームズ・カートライト元海兵隊大将（６７）が１７日、情報漏洩（ろうえい）事件をめぐる捜査で虚偽の供述をしたとして、ワシントンの連邦裁判所で有罪を認めた。裁判所に提出された書面によると、ニューヨーク・タイムズの記者らへの情報提供をめぐって連邦捜査局（ＦＢＩ）に「自分は情報源でない」などと虚偽を述べたという。
　カートライト元大将は、米軍制服組ナンバー２の統合参謀本部副議長も務め、オバマ大統領の評価も高かった。同政権はかつてないほど、記者への情報提供をめぐって厳しい姿勢を取っており、今回も示された形となった。ＡＰ通信によると、量刑は最高で禁錮５年だが、米政府は０～６カ月の禁錮を求めているという。
　今回の事件は、イランの核開発を止めるために、米国とイスラエルが仕掛けたとされるサイバー攻撃を報じたニューヨーク・タイムズの記事が発端となった。裁判所に提出された書面によると、カートライト元大将は退官後の１２年１～６月、ニューヨーク・タイムズの記者に機密情報を許可なく提供し、同年１１月にはＦＢＩの聴取に対して情報提供を否定したという。ワシントン・ポストによると、極秘情報が多く関係する事件でもあり、情報漏洩そのものではなく、虚偽供述をめぐる訴追となった。
　カートライト元大将は出廷後、米メディアに声明を発表し、１２年にＦＢＩに虚偽の供述をしたことを認め、「記者に話したのは、米国の国益を守ろうとしたためだ」と釈明した。（オーランド＝中井大助）
衆院憲法審、２７日にも再開…１年５か月ぶり

読売新聞2016年10月18日 20時53分

　自民、民進両党は１８日、衆院憲法審査会を２７日にも開催することで合意した。立憲主義や違憲立法審査のあり方などに関する参考人質疑と、各党の自由討議を行う方向だ。同審査会での実質的な議論は昨年６月以来、約１年５か月ぶりとなる。

　自民党は自由討議を進めながら、憲法改正項目の絞り込みにつなげたい考えだ。

　同審査会与党筆頭幹事の中谷元・前防衛相（自民党）と、野党筆頭幹事の武正公一衆院議員（民進党）が１８日会談し、一致した。社民、共産両党幹部も同日、武正氏らとの会談で、審査会開催に応じる考えを伝えた。

　審査会は原則として木曜日に開催し、議題ごとに参考人から意見を聞いた後、次回に各党が自由討議する形式となる見通しだ。憲法制定の経緯や参政権のあり方、緊急事態時の国会議員の任期延長なども順次、議題となる見通しだ。

衆院憲法審 近く再開へ　自民改憲論仕切り直し
毎日新聞2016年10月18日　23時48分（最終更新　10月19日　00時26分）
　自民党憲法改正推進本部の保岡興治本部長は１８日の全体会合で、野党時代の２０１２年に発表した憲法改正草案について、衆参両院の憲法審査会には提案しない方針を示した。民進党が求めていた撤回には応じないものの、事実上、草案を棚上げして党内の議論を仕切り直す。一方、自民、民進両党は同日、昨年９月を最後に中断している衆院憲法審査会を近く再開することで合意した。早ければ２７日にも開かれる見通しだ。 
　１２年草案は、９条改正による「国防軍の保持」を明記したほか、基本的人権を「永久の権利」と規定した現行憲法９７条を削除するなど保守色が強く、野党や憲法学者らから批判されている。民進党は今国会で憲法論議を始める前提として草案の撤回を要求し、与野党が入り口から対立しかねない状況だった。 
　保岡氏は全体会合で「草案やその一部を切り取って、そのまま憲法審査会に提案することは考えていない」と表明。一方で１２年草案を「わが党が歴史の中で発表した公式文書の一つ」と位置付け、党内の草案支持派に配慮して「撤回できる性質のものではない」とも述べた。 
　推進本部は今後、１２年草案より抑制的な０５年の新憲法草案も踏まえて議論し、公明党や野党の賛同が見込める改憲項目の絞り込みを進める。１２年末の政権復帰後、自民党所属議員の顔ぶれは大きく変わったため、保岡氏は「党の考え方を整理する必要がある」と改めて党の見解を集約する意向を示した。 
　一方、衆院憲法審査会で与党筆頭幹事を務める中谷元（げん）前防衛相（自民党）と野党筆頭幹事の武正公一元副財務相（民進党）は１８日、国会内で会談し、立憲主義や違憲立法審査のあり方などから審査会の議論を始めることを確認した。与野党は２０日の幹事懇談会で具体的な日程や参考人の人選を協議する。 
　ただ、今月末には環太平洋パートナーシップ協定（ＴＰＰ）承認案の衆院通過を巡って与野党の対決色が強まる可能性がある。民進党幹部は「国会が荒れていないことが開催の前提だ」と述べ、審査会の開催が１１月にずれ込む場合もあるとの見方を示した。 
　昨年６月の審査会では、参考人として出席した自民党推薦を含む３人の憲法学者が、当時審議中だった安全保障関連法案を「憲法違反」と指摘し、安倍政権への批判が高まった。このため、審査会は昨年９月に地方公聴会の報告をした後、開催されていない。【葛西大博、飼手勇介】 
衆議院憲法審査会 来週にも議論再開で合意
NHK10月18日 13時10分
衆議院憲法審査会の与野党の筆頭幹事が会談し、立憲主義の在り方など、憲法をめぐるさまざまな論点について議論を深める必要があるとして、来週にも審査会での議論を再開させることで合意しました。
衆参両院は、与党と憲法改正に前向きな勢力が、改正の発議に必要な３分の２の議席を占めていますが、衆議院憲法審査会では安全保障関連法などの議論が行われた去年６月以降、審議は行われていません。
こうした中、１８日午前、審査会の与党側の筆頭幹事を務める自民党の中谷前防衛大臣と、野党側の筆頭幹事を務める民進党の武正元外務副大臣が、国会内で会談しました。
その結果、立憲主義の在り方や、今の憲法が制定された経緯など、さまざまな論点について議論を深める必要があるとして、来週にも審査会での議論を再開させ、参考人質疑を行うことで合意しました。
このあと自民党の中谷氏は「少数会派にも時間を配分し、各党から意見をうかがい、熟議し、国民に見えるように、中身のしっかりとした議論をしていきたい」と述べました。
一方、民進党の武正氏は「民進党は現行憲法について足らざる点を議論するというスタンスだ。安倍総理大臣が民進党に『草案を出せ』と言うのは、行政府の長の矩（のり）を超えていると言わざるをえない」と述べました。
憲法改正に向けた議論、維新が早期再開を要請
TBS系（JNN） 10月18日(火)12時45分配信
　日本維新の会の馬場幹事長は、衆議院憲法審査会の森会長と会談し、憲法改正の議論について早期に再開するよう求めました。
　「実際、憲法審査会の開会につながらないので、これを動かしていただくように強く要請をしてまいりました」（日本維新の会 馬場伸幸 幹事長）
　これに対し、森会長は「承りました」と応じましたが、具体的な日程などは言及しなかったということです。（18日11:16）
自民草案、たたき台とせず＝党改憲本部で保岡氏表明


自民党の憲法改正推進本部の全体会合であいさつする保岡興治本部長（中央）＝１８日正午すぎ、東京・永田町の同党本部
　自民党の憲法改正推進本部は１８日昼、党本部で全体会合を開いた。保岡興治本部長は席上、同党が野党時代の２０１２年に取りまとめた党改憲草案について「草案やその一部を切り取って、そのまま憲法審査会に提案することは考えていない」と述べ、与野党協議のたたき台とはしない考えを表明した。事実上棚上げすることで、停滞している衆参両院の憲法審査会での改憲論議を再始動させる狙いがある。
　保岡氏は「草案を手にしてから既に４回の国政選挙を経て、議員構成も大きく変わった。現在の所属議員で闊達（かったつ）な議論を行い、党の考え方を整理する必要がある」と理由を説明。「各党各会派が意見を持ち寄り、丁寧な合意形成を図るべきだ」とも語った。
　草案は、天皇の元首化や国旗・国歌の尊重義務、憲法９条を改正して「国防軍の保持」を明記するなど保守色が濃い。民進党は「まず撤回をしてもらうところから始めないと議論は進まない」（野田佳彦幹事長）との構えで、公明党の拒否感も強い。
　このため、自民党は自らの主張にこだわらず、与野党の歩み寄りが可能な改憲項目の絞り込みを目指す。安倍晋三首相も５日の参院予算委員会で「一字一句変えないと言ったら一歩も進まない。柔軟な姿勢で臨む」と述べ、草案の文言にはこだわらない考えを示している。
　ただ、民進党などが求める草案の撤回について、保岡氏は「わが党が歴史の中で発表した公式文書という事実自体は撤回できるようなものではない」として応じない方針を示した。このため、思惑通りに与野党協議が進むかは不透明だ。（時事通信2016/10/18-13:03）
自民、改憲へ「丁寧に合意形成」　月内にも国会論議再開

共同通信2016/10/18 13:1810/18 13:19updated

　自民党憲法改正推進本部（本部長・保岡興治元法相）は18日、今年7月の参院選後初の会合を党本部で開いた。保岡氏は改憲論議について、野党側から批判が出ている2012年の党改憲草案は自民案として国会に出さない意向を示した上で、与野党間で熟議を重ね、丁寧な合意形成を図っていくべきだと表明した。一方、早ければ27日にも衆院憲法審査会が行われ、実質的な論議が再開される可能性が出てきた。

　安倍晋三首相（自民党総裁）は参院選で「改憲勢力」が改憲案発議に必要な3分の2以上の議席を獲得したことを踏まえ、国会での議論を前進させる考えだ。

自民、改憲草案撤回せず　「公式文書」で論議の土台に
朝日新聞デジタル 10月18日(火)13時8分配信 
　自民党は１８日、憲法改正推進本部を開き、本部長の保岡興治元法相が２０１２年の党憲法改正草案を撤回しない


自民党の憲法改正推進本部の会合であいさつする保岡興治本部長（中央）＝１８日午後０時１分、東京・永田町の自民党本部、岩下毅撮影 
方針を表明した。党の「公式文書」と位置付けて、党内論議の土台とする。ただ、改憲草案の内容には野党の反発が強いため、保岡氏は「草案やその一部を切り取ってそのまま（衆参の憲法）審査会に提案することは考えていない」と表明。党内外で取り扱いを使い分ける考えだ。
　推進本部は憲法改正についての議論を行う総裁直轄機関で、本部長が先月、森英介元法相から保岡氏に交代したばかり。新体制で初めての本部会合が１８日午後に開かれ、保岡氏が本部長方針を示した。
　方針では、党の改憲論議の成果として、改憲草案や０５年にまとめた草案などを例に「数々の『公式文書』を世に問うてきた」と指摘したうえで、改憲草案を「『公式文書』の中の一つ」と位置付けた。改憲草案を突出した扱いにしない姿勢をにじませた形だ。
　同時に、改憲草案の発表以降、衆参で４回の選挙を経て議員の構成が大きく変わったことや、党内外からの「多くの意見」が寄せられていることに言及。現在の所属国会議員で「党の考え方を整理する必要がある」と表明した。
　改憲草案は、「国防軍」創設などを盛り込む内容で、野党から批判を浴びている。民進党の野田佳彦幹事長が代表質問で撤回を求めたが、安倍晋三首相は拒否。衆院憲法審査会の与野党の筆頭幹事間でも議題になり、議論再開の壁になっていた。保岡氏の方針は、野党側を議論に呼び込む狙いがある。
　一方、衆院憲法審査会の与野党の筆頭幹事は推進本部会合に先立ち、協議を行った。２０日に幹事懇談会を開き、今後の審査会の日程調整に入ることで合意した。（藤原慎一）
＜自民党＞改憲草案棚上げ…議論加速へ野党に譲歩
毎日新聞 10月18日(火)13時4分配信 
　◇推進本部が全体会合
　自民党憲法改正推進本部の保岡興治本部長は１８日昼、党本部で開いた全体会合で、野党の批判が強い２０１２年の憲法改正草案について「草案やその一部を切り取って、そのまま憲法審査会に提案することは考えていない」と述べ、事実上、棚上げする方針を明らかにした。同党は野党に歩み寄ることで、衆参両院の憲法審査会の議論を加速させたい考えだ。
　自民党が野党時代に作った１２年草案は、国防軍の保持を明記する９条改正や、天皇の元首化などを盛り込んでいる。これに対し、民進党は憲法論議を始める前提として草案の撤回を求め、入り口から対立しかねない状況になっていた。
　全体会合は７月の参院選後、初めて。保岡氏は１２年草案を「わが党が歴史の中で発表した公式文書の一つ」と位置付け、党内の草案支持派にも配慮し、「撤回できる性質のものではない」と明言した。
　推進本部は今後、１２年草案より抑制的な０５年の新憲法草案の内容も踏まえて議論する方針。公明党や野党の賛同が得やすいものを中心に改憲項目の絞り込みを進めるとみられる。
　全体会合には、衆院憲法審査会の森英介会長、中谷元（げん）与党筆頭幹事らが出席した。推進本部の上川陽子事務局長が両草案の内容などこれまでの議論の経緯を説明し、党所属議員と意見交換する予定。１２年末の政権復帰後、議員の顔ぶれが大きく変わった。【飼手勇介】
改憲論議「丁寧に合意を」　自民、協調路線を強調 
日経新聞2016/10/18 22:54
　自民党憲法改正推進本部は18日、７月の参院選後、初めて全体会合を開いた。保岡興治本部長は衆参両院の憲法審査会での憲法改正論議について「各党が意見を出し、熟議を重ねる丁寧な合意形成が必要だ」と述べた。2012年にまとめた党独自の改憲草案を「審査会にそのまま提案することは考えていない」と述べ、議論のたたき台にはしない方針を示した。
　保岡氏は草案に関して「歴史の中で発表した公式文書のひとつ」と位置づけ、野党の「撤回」要求に応じないと強調。憲法に関する与野党の提言などを議論する勉強会を開く考えを表明した。
　保岡氏は審査会の運営について「少数会派に平等に時間を配分すべきだ」と述べた。これに関連し、衆院憲法審査会の与野党の筆頭幹事は同日、国会内で会談。与野党の幹事懇談会を20日に開くと合意した。27日にも審査会を再開する見通しだ。
　一方、日本維新の会の馬場伸幸幹事長は森英介衆院憲法審査会長（自民）と国会内で会談し、審査会を早期に開催するよう申し入れた。馬場氏は記者団に「審査会に積極的に参加して協力をしていきたい」と語った。
産経新聞2016.10.18 11:20更新 
自民の憲法改正推進本部スタート　保岡興治本部長「党の草案そのまま提案しない」
　自民党の憲法改正推進本部（本部長・保岡興治元法相）は１８日、改憲論議を活発化させるため、７月の参院選後初の全体会合を開いた。保岡氏は、民進党が撤回を求めている平成２４年の党改憲草案について「党の公式文書の中の一つ」と位置付けた上で、「草案やその一部をそのまま（衆院憲法）審査会に提案することは考えていない」と述べ、民進党に歩み寄る姿勢を示した。
　これに先立ち、衆院憲法審査会の与野党筆頭幹事が協議し、審査会の幹事懇談会を２０日に開くことで一致。早ければ２７日にも審査会が行われ、実質的な論議が再開される可能性が出てきた。
　また、日本維新の会の馬場伸幸幹事長らは１８日午前、衆院憲法審査会の森英介会長（自民党）と国会内で会談した。維新側は憲法改正をテーマに早期に議論を始めるよう求め、森氏は理解を示した。
産経新聞2016.10.18 11:58更新 
自民・二階俊博幹事長、憲法改正草案は「表に出した責任感じて審議を」
　自民党の二階俊博幹事長は１８日の記者会見で、同党が平成２４年にまとめた憲法改正草案の取り扱いについて「党側は（草案を）表に出したことに対して責任を感じながら審議しなければならない」と述べた。
　二階氏は「政治は連続性がある」と強調。民進党幹部らが草案の撤回を求めていることを念頭に「評価は別」と前起きしながらも、「こだわる必要はないが、十分参考に（すべきだ）」との考えを示した。
産経新聞2016.10.18 21:56更新 
【憲法改正】自民党、与野党協調路線で「狂ったシナリオ」の修正狙うが、改憲項目絞り込みの日程も描けず
　自民党の憲法改正推進本部が憲法改正で与野党の協調を最優先する方針を決めたのは、停滞した議論を少しでも前進させる狙いからだ。もともと自民党が描いた「最速」の日程は「平成２８年秋の臨時国会での改憲発議」だったが、安全保障関連法の余波などで頓挫。「狂ったシナリオ」の修正に乗り出したが、改憲に向けた今後の具体的な日程は描けていない。
　「野党時代につくったので、やや前のめりのところもあった」
　党憲法改正推進本部の１８日の全体会合では、出席議員から２４年の党憲法改正草案にこだわらないとした保岡興治本部長に同調する声が相次いだ。「改憲勢力」は７月の参院選を経て衆参両院で改憲の国会発議に必要な３分の２議席を確保した。改憲が現実的となったことで、かえって慎重姿勢を強めている。
　安倍晋三首相（党総裁）は憲法改正に強い意欲を持つ。３月の参院予算委員会では「私の在任中に改憲を成し遂げたい」と決意を見せた。しかし、参院選後は「各党が真剣に議論することが必要で、期限ありきの事柄ではない」と国会で答弁するなど軌道修正。その苦渋の胸中を周囲にこう漏らしている。
　「建設的な議論に期待したいが、各党が冷静に議論できるよう妥協も必要だ」
　そもそも昨年２月、当時の推進本部長だった船田元氏は「早ければ２８年秋、遅くても２９年春の国会で発議することを目指す」と明言した。民主党（現民進党）とも具体的な改憲項目として、緊急事態条項を議論することが必要だとの認識で一致していた。
　だが、その最短シナリオを実現するのは極めて困難となっている。衆院憲法審査会で昨年６月、自民党推薦の参考人が安全保障関連法案を違憲と断じたことなどから野党側を勢いづかせ、憲法審査会は長く「休眠」状態が続いてきた。
　自民党が与野党協調の姿勢を示し、ようやく憲法審査会は２７日にも再開する見通しとなったが、今国会で改憲項目を絞り込めるかは見通せないままだ。
（田中一世）
自民、改憲草案を憲法審へ提示せず　党推進本部長 首相発言を修正

東京新聞2016年10月18日 夕刊

 　自民党憲法改正推進本部は十八日、参院選後初の全体会合を開いた。保岡興治本部長は二〇一二年に策定した党改憲草案について、改憲原案を議論する衆参両院の憲法審査会には「そのまま提案することは考えていない」とする「本部長方針」を示した。草案には、野党の批判が強いことから、これを事実上棚上げすることで、憲法審査会での本格的な議論の再開を各党に促す狙いがある。

　党総裁の安倍晋三首相は改憲草案について「われわれは既に案を示している」と繰り返し強調。六月には「これをまさに憲法審査会で議論していただきたい」と主張し、参院選直後の記者会見でも、審査会での議論について「わが党の案をベース（土台）にする」と述べていた。

　党憲法改正推進本部は総裁直属の機関だが、本部長を務める保岡氏が、一連の首相発言を修正した形となる。このため、野党各党は今後、首相発言との整合性について自民党側に確認を求める可能性がある。

　保岡氏は「本部長方針」で、改憲草案の位置付けについて「わが党の憲法論議を踏まえた上で発表した公式文書の一つ」とした上で、「草案や一部を切り取ってそのまま国会の憲法審査会に提案することは考えていない」と説明した。

　一二年草案のほかにも、小泉政権当時の二〇〇五年にまとめた「新憲法草案」など「数々の『公式文書』を世に問うてきた」とも指摘。一二年草案公表後に四回の国政選挙が行われ、党所属国会議員の構成が大きく変わったことなどを挙げ、「現在の所属議員での議論で党の考え方を整理する必要がある」との見解を示した。

　自民党改憲草案を巡っては、民進党の野田佳彦幹事長が「国民の権利を軽んじた中身だ」と批判し、憲法審での議論に当たり「撤回してもらうところから始めないと進まない」と撤回を要求。ほかの野党からも人権を制限する内容などと批判が相次いでいる。

　自民党改憲草案は、現憲法の九条二項を削除し、「国防軍」創設を明記。緊急事態宣言での首相権限の強化を盛り込んだほか、最高法規の章で基本的人権を永久の権利と位置付けた九七条を削除し、「公益及び公の秩序を害する」場合には基本的人権の一部が制限されることも加えている。
自民、改憲草案を封印　憲法審で合意可能項目を模索へ

東京新聞2016年10月19日 朝刊

 　自民党憲法改正推進本部の保岡興治本部長は十八日に開かれた参院選後初の全体会合で、二〇一二年に策定した党改憲草案について衆参の憲法審査会に「そのまま提案することは考えていない」とする「本部長方針」を示した。民進党などの野党から「国民の権利を軽んじている内容だ」などと指摘されている草案を事実上封印し、憲法審査会での議論再開を促す狙いがある。自民党は今後、反発の少ない改憲項目を審査会で絞り込みたい考え。しかし、合意を得やすい課題を先行させる「お試し改憲」は九条改憲などにつながるとの批判がある。（金杉貴雄、清水俊介）

　安倍晋三首相（自民党総裁）は党改憲草案の扱いに関し、六月の参院選テレビ討論で「われわれは既に案を示している。これを憲法審査会で議論していただきたい」と強調。参院選の結果、改憲勢力が衆参で改憲発議に必要な三分の二を占め、首相は自民党改憲草案をベースにした改憲議論の加速に期待を示していた。
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　しかし、自民党が野党時代にまとめた改憲草案は現憲法の九条二項を削除し、「国防軍」の創設を明記。基本的人権を位置付けた九七条を削除するなど「平和主義や人権を損なう」との批判が強い。

　民進党の野田佳彦幹事長は憲法審査会での議論にあたり、自民党改憲草案の撤回を要求。審査会での議論開始の障害となっていた。保岡氏としては、憲法審査会での議論を進めるには、首相の一連の発言を修正するのもやむを得ないと判断したとみられる。

　実際、衆院憲法審査会の与党筆頭幹事の中谷元・前防衛相（自民）と野党筆頭幹事の武正公一元財務副大臣（民進）は十八日に国会内で会談。幹事懇談会を二十日に開き、早ければ二十七日にも審査会を開催して実質審議を再開することで合意した。

　自民党は今後、九条や人権関連の条項など、野党の反発が予想される課題は避け、野党も議論しやすい課題を憲法審査会の議題として提案するとみられる。たとえば、大震災などの非常時に国会議員などの任期を例外的に延長する緊急事態条項や、参院選の「合区」解消のため参院議員を都道府県から少なくとも一人以上選出することを憲法上規定することなどが自民党内では検討されている。しかし、「合意を得やすい」発想で項目を探す「お試し改憲」には、改憲自体が目的となったとの批判がある。

　党憲法改正推進本部は総裁の直属機関。保岡氏は本部長方針として、〇五年にまとめた「新憲法草案」などと同様に改憲草案を「党の公式文書の一つ」と位置付けて、「現在の議員で党の考え方を整理する必要がある」と強調した。

自民 憲法改正草案 国会に提案せず各党との合意図る
NHK10月18日 15時43分
自民党は、憲法改正推進本部の会合を開き、憲法改正をめぐる国会論議にあたって、民進党が求めている、党の憲法改正草案の撤回には応じないものの、国会に提案せず、各党との合意形成を図っていく方針を確認しました。
自民党の憲法改正推進本部の会合では、新たに本部長に就任した保岡元法務大臣が、衆参両院の憲法審査会での論議にあたっての方針を示しました。
この中で保岡本部長は、民進党が「立憲主義を否定するものだ」などとして撤回を求めている、野党時代の平成２４年にまとめた憲法改正草案について、党の「公式文書」に位置づけるものの、「内外から多くの意見も頂いており、考え方を整理する必要がある」と指摘しました。
そして会合では、国会論議にあたって民進党が求めている、党の改正草案の撤回には応じないものの、国会に提案せず、各党との議論を重ねて合意形成を図っていく方針を確認しました。
このあと、保岡氏は「改正草案全体を国会に出すことはないし、一部を切り取って出すことも全く考えてない。ぜひ各党に理解してもらい、静かな環境で、政局から離れて、国家の基本を議論し、一緒に頑張っていきたい」と述べました。
自民党の二階幹事長は記者会見で、党が野党時代の平成２４年にまとめた憲法改正草案の取り扱いについて、「政権政党の自民党が、評価は別として、一応世に出したものなので、『あのころに書いたものだから、もう知らない』とか『しばらく時間がたったから、あれはもうなくなった』と言えるものではない。草案にこだわる必要はないが、十分参考にするとともに、そういうものを表に出した責任を感じながら審議していかなければならない」と述べました。
憲法改正推進本部“自民・草案”こだわらず
日本テレビ系（NNN） 10月18日(火)16時46分配信
　１８日に開かれた自民党の「憲法改正推進本部」で、本部長の保岡元法相は与野党協議の際には自民党の「憲法改正草案」の内容にはこだわらない方針を表明した。
　保岡本部長は会合の中で、自民党が２０１２年に取りまとめた「国防軍」創設などを盛り込んだ憲法改正草案について党の「公式文書」の一つと位置づけた。そのうえで、民進党が求めている撤回には応じない考えを示した。
　一方、今後、与野党で憲法改正について協議する際には自民党の草案をたたき台にしない方針も表明した。
　自民党は憲法改正草案を事実上の棚上げにすることで、野党が協議に応じやすい環境を作って国会の憲法審査会での議論を前に進めたい考え。
自民、“復古調”改憲草案を棚上げ　審議進めるため
テレビ朝日系（ANN） 10月18日(火)11時49分配信
　憲法改正を巡って自民党に新たな動きです。自民党が野党時代にまとめた改憲草案について「天皇の元首化」や「国防軍の創設」「家族尊重の規定」など保守色が濃いため、野党側から撤回を要求され、国会審議に入れていません。このため、自民党はこの草案を議論のたたき台とはせずに棚上げにすることで国会審議の呼び水にしたい考えです。
　（政治部・澤井尚子記者報告）
　自民党の二階幹事長は、憲法改正草案について、野党の撤回要求には応じないながらも、棚上げにすることで何とか前に進めたい考えを強調しました。
　自民党・二階幹事長：「それ（改憲草案）にこだわる必要ないが、そういうものを表に出したことに対して、やっぱり責任を感じながら審議をしていかなければならない」
　野党時代に作成された改憲草案には若手議員を中心に半数の議員が関わっていないため、「復古調だ」などの異論が出ています。このため、推進本部では、改憲草案を2012年時点で作成された「歴史文書」と位置付けることで、棚上げにする案が浮上しています。一方、日本維新の会の幹部が、衆議院・憲法審査会に早期審議入りを申し入れました。ある自民党幹部は「重要な推進力だ」として連携に強い期待感を示しています。ただ、民進党などが求める「撤回」には応じるつもりはないため、まだ審議入りのめどは立っていません。
最終更新:10月18日(火)11時49分
自民、参院合区解消目指しPT　改憲で「県代表化」視野

共同通信2016/10/19 02:01

　自民党は、先の参院選で導入された隣接県を一つの選挙区にする「合区」の解消を目指し「憲法改正推進本部」（保岡興治本部長）など総裁直属の3機関合同で新たなプロジェクトチーム（PT）を設置する方向で検討に入った。参院の選挙区選出議員を「都道府県代表」に位置付ける憲法改正を視野に議論する。党関係者が18日明らかにした。

　合区は「1票の格差」を是正するために導入されたが、党内では「地方切り捨てにつながる」として反発する声が根強い。憲法は国会議員を「全国民を代表する」と規定。これを見直すことで格差があっても憲法問題が生じないようにする狙い。

参院１票の格差議論へ 自民がプロジェクトチーム
NHK10月19日 4時36分
ことし７月の参議院選挙のいわゆる１票の格差をめぐる裁判で、憲法違反の状態だったという判断が示されたことを受けて、自民党は、近く、総裁直属の３つの機関合同でプロジェクトチームを設け、格差の是正策などを議論する方針を固めました。
７月の参議院選挙で、いわゆる１票の格差が最大で３．０８倍となったことに対し、選挙の無効を求める訴えが全国で起こされていて、広島高裁岡山支部などが憲法違反の状態だったという判断を示す一方、東京高裁などは、憲法に違反しないという判断を示しています。
こうした中、自民党は、今後各地で出される判決によっては、さらなる格差の是正を迫られる可能性もあるとして、近く「選挙制度改革問題統括本部」など、総裁直属の３つの機関合同でプロジェクトチームを設け、議論する方針を固めました。この中では、隣接する２つの県を１つの選挙区にする、いわゆる「合区」に対する異論が根強いことから、「合区」の解消も視野に入れた格差是正策などについて、検討が進められる見通しです。
いわゆる１票の格差是正をめぐって、自民党内では、二階幹事長が、党としてどう対応するのか、議論を急ぐ考えを示していました。
「合区選挙、二度とやりたくない」自民・竹下国対委員長
朝日新聞デジタル2016年10月18日19時14分

自民党の竹下亘国会対策委員長
■自民党・竹下亘国会対策委員長
　（地元の島根県で）合区の選挙を戦ったが、もう二度とやりたくない。あれは、人口の少ない地方にしわ寄せをするという制度であって、できれば合区をやめる新たな方法、公職選挙法の大胆な切り替え、最終的には憲法になってくると思うが、そういう方向に私は持っていきたいと思っている。（１８日の記者会見で）
生前退位、特例法は違憲＝衆参審査会で議論を－民進・枝野氏
　民進党の枝野幸男憲法調査会長は時事通信のインタビューに応じ、天皇陛下の生前退位を可能にするため政府が特例法を検討していることについて、「その時の政治の多数派で皇位継承について決めることができる仕組みは憲法が想定する範囲を超える。憲法違反の疑いが濃厚だ」と批判した。
　インタビューは１７日に行った。発言は、一代限りの生前退位を認める特例法を制定すれば、恣意（しい）的な皇位継承の可能性も否定できないとの懸念を示したものだ。枝野氏は生前退位について「恒久的な新しいルールが必要だ」と述べ、皇室典範改正が望ましいとの考えを示した。
　枝野氏は「皇位継承は実質的な憲法問題だ」とも指摘。衆参両院の憲法審査会での議論を求めた。（時事通信2016/10/18-16:25）
東京１０区、若狭氏リード＝福岡６区は鳩山氏優位－衆院２補選
　２３日投開票の衆院東京１０区、福岡６区両補選について、各陣営や政党への取材などを通じて終盤情勢を探った。東京１０区は、自民党前職の若狭勝氏（５９）が民進党新人の鈴木庸介氏（４０）らをリード。自民党が分裂選挙となった福岡６区では、無所属新人の鳩山二郎氏（３７）が優位な戦いを進めている。
　東京１０区は、小池百合子東京都知事の転出に伴う。若狭氏については、公明党が推薦しているほか、小池知事が全面支援している。自民党の二階俊博幹事長は１８日の記者会見で、１０区について、「順調な戦いをしている」との見方を示した。
　これに対し民進党は、選挙戦最終盤に向け、候補の知名度アップが課題と分析。幹部の投入も検討し、てこ入れに全力を挙げる。
　鳩山邦夫元法相の死去に伴う福岡６区では、鳩山氏の次男である二郎氏が「弔い合戦」を掲げて先行。民進党新人の新井富美子氏（４９）、無所属新人の蔵内謙氏（３５）らが追う展開だ。
　自民党は、鳩山、蔵内両氏のいずれか当選した方を追加公認する方針。民進、共産、自由、社民４党幹部は１９日、福岡県久留米市でそろって街頭演説して共闘をアピール、巻き返しを狙う。　（時事通信2016/10/18-19:23）
新潟知事選対応で民進批判＝小沢氏「主体性ない」－自由、社民
　新潟県知事選をめぐり１８日、当選した米山隆一氏を推薦した自由、社民両党から、自主投票とした民進党に対する不満が相次いだ。自由党の小沢一郎代表は、民進党の蓮舫代表が最終盤に急きょ米山氏を応援したことについて、「勝ちそうになったから応援に行くというのは、野党第１党として主体性があまりにもなさすぎる」と批判した。　
　小沢氏は記者会見で、２３日投開票の衆院補欠選挙でも民進党が他の野党３党の推薦申し入れを断ったと指摘。民進党が次期衆院選に向けた共闘姿勢を明確にしていないことに関し、「政権を取る気がないなら国民に対する背信行為であり、民主主義を否定する行為だ。そうなら（党を）解散した方がいい」と断じた。
　社民党の又市征治幹事長も会見で、民進党の新潟県知事選への対応について「県民の世論を読み誤ったのではないか」と苦言。民進党を支持する連合傘下の電力総連を念頭に「脱原発を言う候補者は嫌だという労働組合が一部にあり、（民進党）執行部がぐらぐらしている」と語った。（時事通信2016/10/18-19:17）
自由 小沢代表 民進は積極的に野党連携を
NHK10月18日 20時32分
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自由党の小沢代表は、新潟県知事選挙で共産党など野党３党が推薦した候補者が当選したことに関連して、自主投票にとどめた民進党の対応を批判するとともに、安倍政権を打倒するため、次の衆議院選挙での野党連携に積極的に取り組むよう求めました。
１６日投票が行われた新潟県知事選挙では、当選した米山隆一氏を、共産、自由、社民の野党３党が推薦した一方、民進党は、最終盤に蓮舫代表らが応援に入りましたが、推薦は見送り、自主投票にとどめました。
これについて、自由党の小沢代表は記者会見で、「３党は、割合、素直に一致するが、民進党は、勝ちそうになったから幹部らが応援に行くというのでは、野党第一党として主体性がなさすぎではないか」と述べ、民進党の対応を批判しました。そのうえで、小沢氏は「『安倍政権は、国民や国のためにならない』と考える者たちが力を合わせて政権を奪還し、自分たちの思いを政治に反映させるという観点に立てば、野党共闘はきょうにもできる。政権をとる気がないのは、国民に対する背信行為であり、党は解散したほうがいい」と述べ、民進党に対し、安倍政権を打倒するため、次の衆議院選挙での野党連携に積極的に取り組むよう求めました。
産経新聞2016.10.18 20:08更新 
自由・小沢一郎代表「民進党は解散すべき」「勝ちそうになっての応援は主体性なし」　野党共闘に消極的な姿勢を批判
　自由党の小沢一郎代表は１８日の記者会見で、民進党の蓮舫代表が新潟県知事選の最終盤になってから、野党３党（共産、自由、社民）が推薦した米山隆一氏の応援に入ったことについて「勝ちそうになったから応援に行くのは、野党第一党（の党首）として主体性がなさすぎる」と述べ、民進党の野党共闘への消極的な姿勢を批判した。
　さらに、民進党が米山氏の推薦を見送り、最後まで自主投票だったことを踏まえ、「最大野党の民進党は何のために政党を構成しているのか。政権を取る気がないなら、それは国民への背信行為、民主主義を否定する行為だ。そんなのは解散した方がいい」と主張した。
　小沢氏は「野党が本当に心をあわせて一体となれば仮に来年１月の衆院選でも絶対勝つ。間違いない」とも訴え、野党共闘の重要性を重ねて強調した。
「小選挙区制、マイナス全く感じない」　自由・小沢氏
朝日新聞デジタル」2016年10月18日23時04分
■小沢一郎・自由党代表
　小選挙区制２０年。マイナスはまったく感じていない。小選挙区制の機能を野党が果たしきれていない現状がはなはだ残念だ。特に、少なくとも野党が本当に心を合わせて一体としてやれば、かりに１月の総選挙でも絶対勝つ、間違いねえです。政権を取りたくないということなのかなあという風に思うくらい、異常な状況、心理だと思わざるをえない。例えば原発の話だって６割以上が反対しているのに政府はやるといっているのだから、おかしいでしょ。ちゃんと皆力を合わせて国民に訴えれば、必ず総選挙は勝つんですよ。間違いねえもん。新潟の知事選も原発が争点だったが、象徴している。民主主義は政権の交代の可能性を常に含んでいる所に、緊張した政治が生まれる。それがないなら、もはや民主主義の意味はない。
　電力労組が自分たちの生活の基盤だから、一生懸命気にするのは分からなくもないが、連合全体が何もそれに同調する必要はないんで、例えば電力労組だけちょっとここんとこは例外にして、連合としてはあとは全部応援しようという選択肢だってありうる。そういう柔軟性さえも、考えもないちゅうのはちょっと、私には理解できませんね。電力会社だって原発、脱原発、再稼働反対脱原発といっても電力会社自体が何が何でも反対でない。原発を廃止して処分まで全部自分でやるのは、とてもじゃないが会社でできない。投資したカネで当面、電力を供給したいというのは商売として当たり前だ。経営が成り立つ方策を考えながら政府がキチンと脱原発、原発廃棄を決めていけば何の問題もない。（記者会見で）
「民進、新潟県民の世論読み誤ったのでは」社民・又市氏
朝日新聞デジタル2016年10月18日16時54分
■社民党・又市征治幹事長
　（共産、社民、自由の３党推薦候補が勝った新潟知事選について）最終盤になって、（自主投票方針だった）民進党の蓮舫代表が応援に入ったが、ちょっと県民の世論を読み誤られたのではないかという気がする。新潟で示された、県民の多くが、自公ｖｓ野党連合の構図が明確になって、そこに大きな期待を寄せられたことを民進党にもしっかり受け止めて欲しい。残念ながら（民進党には）共産党とやるのはけしからん、嫌だという自分の思いを言う人がいる。あるいは脱原発候補者は嫌だという労働組合が一部ある。その間で、民進党執行部がちょっとぐらぐらしている。（１８日の記者会見で）
社民幹事長「民進は世論を読み誤った」新潟知事選めぐり
NHK10月18日 13時54分
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社民党の又市幹事長は、先の新潟県知事選挙で共産党など野党３党が推薦した候補者が当選したことに関連し、自主投票にとどめた民進党は世論を読み誤っていると指摘したうえで、野党間の選挙協力に積極的に取り組むよう求めました。
１６日に投票が行われた新潟県知事選挙では、当選した米山隆一氏を共産、自由、社民の野党３党が推薦しましたが、民進党は推薦は見送り、自主投票にとどめました。
これについて、社民党の又市幹事長は記者会見で「民進党は『安倍暴走政治を止めよう』という県民の世論を読み誤ったのではないか。『自公ＶＳ野党連合』の構図が明確になり、そこに大きな期待が寄せられたことを、しっかりと受け止めてほしい」と指摘しました。
そのうえで又市氏は「安倍政権の暴走を許さないため、野党が力を合わせるのは当然のことだ」と述べ、民進党に対し、野党間の選挙協力に積極的に取り組むよう求めました。
産経新聞2016.10.18 15:18更新 
社民・又市征治幹事長「蓮舫代表は世論読み誤った」「民進党はグラグラしている」
　社民党の又市征治幹事長は１８日の記者会見で、民進党の蓮舫代表が新潟県知事選の最終盤になって野党候補の応援に駆けつけたことについて「県民の世論を読み誤られたのではないか。『自公ＶＳ野党連合』の構図が明確となり、期待が寄せられたことを民進党もしっかり受け止めてほしい」と苦言を呈した。
　新潟県知事選では、共産、社民、自由の野党３党が推薦した米山隆一氏が勝利したが、民進党は最後まで推薦を出さず、「自主投票」で臨んだ。
　又市氏は、民進党の野党共闘に対するスタンスに関しても「野党共闘を積み上げてきた岡田（克也前代表）執行部とその枠外の人々との思惑の違いがある。依然として共産党が入るのはけしからんという人や、脱原発を主張する候補者は嫌だとか言う組合がある」と指摘し、「そういうはざまで、執行部がちょっとグラグラしているように見える」と語った。
柏崎刈羽の再稼働判断に「県民投票も」　新潟新知事が可能性に言及

東京新聞2016年10月19日 朝刊

 　新潟県知事選で初当選した米山隆一氏は十八日、東京電力柏崎刈羽原発の再稼働の是非を判断する際「最終的な意思決定という場合、県民投票は考慮すべき選択肢の一つだ」と住民投票実施の可能性に言及した。県庁で当選証書を受け取った後、記者団に答えた。

　住民投票を巡り、柏崎刈羽原発がある柏崎市の会田洋市長が十七日、県知事選について「原発の再稼働が争点となり、県民投票の様相を呈した」と指摘した。これに関し米山氏は「県民投票は非常に難しい課題なので軽々に言えない」と述べた。

　米山氏は、世耕弘成経済産業相や東電の幹部が会談を求めていることについて「立場の違いを前提として話し合いのテーブルを持ちたい」と、早期に会う意向を示した。

　柏崎刈羽原発に加え、事故を起こした東電福島第一原発も視察する方針を明らかにした。

　　（山口哲人）

しんぶん赤旗2016年10月19日(水)

新潟での勝利に続こう　大間原発中止ともに　北海道函館　町会連合会が集会
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（写真）大間原発の建設凍結を訴える新谷会長＝１７日、北海道函館市


　北海道の函館市町会連合会（新谷則＝しんや・ただし＝会長、１７９町会）は１７日、市内で、昨年に続き２回目となる「大間原発建設凍結函館市民集会」を開催、４００人を超える市民が参加し、建設反対の思いを一つにしました。

　市町会連合会は、大間原発（青森県大間町）の建設差し止めを求め函館市が２０１４年４月に起こした訴訟に呼応し、同年１２月中旬から１５年１月末まで、「大間原発建設凍結を求める」署名運動を展開し、１４万６千人分の署名を経済産業省へ提出。同年１０月に町会連合会として初めて「市民集会」を開催してきました。

　新谷会長は、１６日投票の新潟県知事選で「県民の安全が確保できない柏崎刈羽原発の再稼働は認めない」という知事が誕生し「今後の再稼働の判断に一石を投じたのではないか｣と語り､「大間原発建設中止へ、将来の運命をかけたたたかいを多くの市民とすすめたい｣と決意をのべました｡

　同集会の深瀬晃一副実行委員長は「市内で最大の市民団体である町会連合会で、建設凍結の意見集約ができれば大きな力となる。建設を許さない運動を大いにすすめよう」と呼びかけました。

　民進党の逢坂誠二衆院議員があいさつ、自民党の前田一男衆院議員、工藤寿樹市長のメッセージが紹介されました。日本共産党市議らが参加しました。

　東北大学農学研究科水産資源生態学分野の片山知史教授が「福島第１原発事故後の海と魚を考える」と題して講演しました。

「そろそろやめたら…」河野・前防災相、原発政策を批判
朝日新聞デジタル南彰、関根慎一2016年10月19日00時34分
　脱原発を目指す超党派の議連「原発ゼロの会」が１８日にあり、閣僚を退任した河野太郎前防災相が約１年ぶりに参加。安倍政権の進める原発政策を批判した。
　河野氏は昨年１０月の入閣に伴い、議連への参加を自粛していた。河野氏は政権が高速増殖炉「もんじゅ」の廃炉方針を打ち出したことを受け、「核燃サイクルは回らないのだから、そろそろやめたらどうか」と主張。再処理で取り出すプルトニウムを消費する代替手段としてプルサーマル発電を行っていることについて「敗戦処理の投手を登板させているようなものだ」と批判した。
　再稼働に慎重な知事が誕生した新潟知事選から２日。参加した民進党の阿部知子衆院議員は「新潟の民意を国政にも」と意気盛んだが、この日の参加者は民進、共産、自民３党から９人にとどまった。（南彰、関根慎一）
「選挙勝つ気ない」若手差し替え？　二階氏が可能性言及
朝日新聞デジタル2016年10月18日15時02分

二階俊博・自民党幹事長
　「選挙に勝つ気のない人、努力しない人、当然『差し替え』とか私が言わなくても地元から（声が）起こってくる」。自民党の二階俊博幹事長は１８日の記者会見でこう述べ、次期衆院選で苦戦が予想される若手の現職国会議員に党公認を出さず、候補者を差し替える可能性に言及した。
　二階氏は１９日から、当選１、２回の若手を対象に「選挙塾」を開く。永田町で解散風が吹く中、選挙塾を前に若手に厳しい姿勢を示す狙いがありそうだ。ただ、「差し替えという荒っぽいことは考えていない、今日現在は」とも語った。
　自民党は２０１２年、１４年の衆院選で大勝。「風」を受けて当選した若手の中には、選挙基盤が弱いままの議員もいるとされ、党内で問題視されている。与党推薦候補が敗れた新潟県知事選でも、地元の若手議員の地力の弱さを指摘する声が上がっている。
ＴＰＰ国会承認議案などめぐり与野党の対立激化
NHK10月19日 4時02分
国会は、ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の国会承認を求める議案の審議で、与党側が来週２４日に地方公聴会を開きたいとしているのに対し、民進党などは「時期尚早だ」と反対するなど、法案の取り扱いをめぐる与野党の対立が激しくなっています。
今の国会の焦点となっている、ＴＰＰの国会承認を求める議案と関連法案は、１８日までの２日間、衆議院の特別委員会で、安倍総理大臣も出席して総括質疑が行われました。
与党側は、今の国会での承認を確実にするため、議案と関連法案の今月中の衆議院通過を目指していて、１８日の特別委員会の理事会で、来週２４日に北海道と宮崎県で地方公聴会を開きたいと改めて提案しました。しかし、民進党などは、「審議は尽くされておらず、地方公聴会の開催は時期尚早で、採決ありきの委員会運営は認められない」と反対し、理事が途中退席するなど、反発を強めています。
一方、衆議院厚生労働委員会の理事懇談会では、与党側が年金支給額の新たな改定ルールを盛り込んだ法案の審議に向けて、１９日に委員会を開いて塩崎厚生労働大臣の所信表明を行いたいと提案しました。しかし、民進党は、厚生労働省が示した新たなルールを適用した場合の年金支給額の試算に対し、「非現実的な数値で、試算し直すべきだ」として反対したため、委員長が職権で委員会を開くことを決めるなど、法案の取り扱いをめぐる与野党の対立が激しくなっています。
ＴＰＰ 地方公聴会開催で与野党折り合わず
NHK10月18日 17時46分
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ＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定に関する衆議院の特別委員会の理事会が開かれ、与党側が来週２４日に地方公聴会を行いたいと改めて提案したのに対し、野党側は「時期尚早だ」として折り合わず、引き続き調整することになりました。
今の国会の焦点となっているＴＰＰの国会承認を求める議案と関連法案は、１８日午前中、衆議院の特別委員会で、安倍総理大臣も出席して総括質疑が行われました。
このあと特別委員会の理事会が断続的に開かれ、与党側は「地方の農業関係者らの意見を聞いて審議を深めたい」として、来週２４日に北海道と宮崎県で地方公聴会を行いたいと改めて提案しました。これに対し、民進党などは「採決を前提とした委員会運営で納得できない。審議は尽くされておらず、地方公聴会の開催は時期尚早だ」と反対し、折り合いませんでした。
これを受けて、与党側は最終的に１８日の議決は見送り、引き続き調整することになりました。
与党側の筆頭理事を務める森山前農林水産大臣は「充実した審議をするために、地方公聴会を開いて地方の話を聞くというのは正しい委員会運営の在り方だ」と述べました。一方、野党側の理事を務める民進党の今井前幹事長代理は「与党側は、来週末までに衆議院を通したいとあけすけに見えるスケジュールを立ててくるので抗議している。国民の理解が広がるまで徹底的に質疑をするべきだ」と述べました。
自民党の竹下国会対策委員長は記者会見で、「希望から言えば、今月中の衆議院通過に向けて何とかしたいという思いはあるが、国会はやってみなければわからない。まだ、地方公聴会が開けるかどうかという段階であり、採決の時期が見えてきている状況にはない」と述べました。
蓮舫代表 徹底的審議求める考え
民進党の蓮舫代表は、党の常任幹事会で、先に公明党の井上幹事長が「今月中の衆議院の通過が目安になる」と発言したことについて、「あまりにも審議軽視だ。審議がいらないと言っているに等しく、おごっていると言わざるをえない。容認できず、強く抗議する」と批判しました。
そのうえで蓮舫氏は、「甘利前経済再生担当大臣の参考人招致や、情報公開、それに輸入米の偽装価格の問題など、論ずべき課題がまだまだ山積している。審議を掘り下げて納得できる説明を引き続き求めていきたい」と述べ、徹底的な審議を求めていく考えを強調しました。
安倍首相、ＴＰＰで自由貿易けん引＝食の安全に万全－衆院特別委


衆院ＴＰＰ特別委員会で答弁する安倍晋三首相。左端は山本有二農水相、右端は石原伸晃ＴＰＰ担当相＝１８日午前、国会内
　安倍晋三首相は１８日午前の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に関する衆院特別委員会で、ＴＰＰ承認案・関連法案に関し「保護主義がまん延し始めている。自由で公正な貿易投資ルールをけん引する意志を示していかなければならない」と述べ、ＴＰＰ早期発効に日本が主導的な役割を果たす考えを示した。民進党の佐々木隆博氏への答弁。
　首相はＴＰＰについて、「日本が経済成長を果たしてきた源泉である自由貿易を守る意志を示す必要がある。熟議を重ねた上で採決してほしい」と早期承認を求めた。
　業者間の不透明な取引が横行していた輸入米問題に関する農林水産省調査について、佐々木氏は小売業者などへの聞き取りが不十分だとして再調査を要求。山本有二農水相は「卸売業者から先の取引価格の把握は困難だ」と難色を示した。
　ＴＰＰで増加が予想される輸入食品の安全確保策に関し、首相は「不断の（体制）強化の努力を重ねながら万全を期す」と表明。塩崎恭久厚生労働相は「検疫の体制整備、検査機器の開発など総合的に食品の安全確保を図る」と説明した。共産党の斉藤和子氏への答弁。（時事通信2016/10/18-11:49）
しんぶん赤旗2016年10月19日(水)

輸入増　食の安全壊れる　衆院ＴＰＰ特別委　斉藤氏が追及　「違法」食品が流通

　日本共産党の斉藤和子議員は１８日の衆院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会で、残留農薬などが国の基準を超えた違法な輸入食品が大量に流通し消費されている実態をただしました。｢健康影響はない｣などと強弁する安倍晋三首相に対し、「輸入食品の増大につながるＴＰＰの批准は許されない｣と追及しました｡（関連記事）
　国の輸入食品監視業務の現行制度では、サンプルを抽出して行うモニタリング検査（検査率２・５％）の結果が判明する前に流通を認めています。

　斉藤氏は、残留農薬などが国の基準値を超えて検出された食品衛生法違反の輸入食品のうち、検査結果が判明する前に消費・販売された食品のリスト（２０１４、１５年度）を提示。残留農薬が基準値の２６倍の生鮮オクラや、１品目で２４万人以上に消費されている生鮮タマネギなどがあると指摘し､｢あってはならないものが流通し食べられている。これをそのまま放置していいのか」と迫りました。

　首相は「これは米国でもＥＵ（欧州連合）でも起こっている」「残留農薬の量は、健康への影響がないと推定される１日当たりの摂取量の数％以下。健康影響はない」と答弁しました。
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（写真）質問する斉藤和子議員＝１８日、衆院ＴＰＰ特委


　斉藤氏は、日本が食品の６割（約３２００万トン）を輸入に依存し、ＴＰＰが発効すればその規模の増大が見込まれるなか、実態を真摯（しんし）に受け止めない安倍首相を厳しく批判。「こういう実態を改善することなしにＴＰＰの批准などという資格はない。国民の食の安全は到底守れない」と強調しました。

しんぶん赤旗2016年10月19日(水)

「例外」で農業守れない　衆院ＴＰＰ特別委　畠山氏が批判　政府の言い分崩す

	[image: image16.jpg]



（写真）質問する畠山和也議員＝１８日、衆院ＴＰＰ特委


　日本共産党の畠山和也衆院議員は１８日の環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会で、交渉で政府が「勝ち取った」と誇る「例外」規定の根拠のなさを明らかにし、「農産物の重要５項目を守るとした国会決議に反していると断じざるを得ない」と批判しました。（関連記事）
　畠山氏は、国会決議がコメなど重要５項目を関税撤廃の除外または再協議の対象とするよう求めたことをあげ、安倍晋三首相に「コメは『除外』するよう交渉したのか」とただしました。安倍首相は「いちいちのやりとりはつまびらかにできない」と答弁しました。

　政府は、ＴＰＰ交渉で、輸入量が大幅に増えたら関税を元に戻す「セーフガード」（緊急輸入制限）措置という「例外」を獲得したと主張しています。

　畠山氏は、牛肉の「セーフガード」について質問。牛肉はＴＰＰによって発効から１６年後には関税が９％まで下がります。山本有二農水相は、「セーフガード」発動の条件が輸入量約７４万トンに達した時だと答えました。畠山氏は、現在の牛肉消費量が８２万トンのため「牛肉自給率は１０％ということ。多くの畜産農家が淘汰（とうた）された後に、セーフガードを発動する意味はあるのか」と追及しました。

　畠山氏は、オレンジや豚肉に適用される「セーフガード」が８～２１年で終了することを示し「期限が来れば（関税を）明け渡すということだ」と批判。さらに、７年後の再協議規定で「セーフガード」の早期終了もあり得るのではないかとただすと、山本農水相は可能性を認めました。

しんぶん赤旗2016年10月19日(水)

論戦ハイライト　衆院ＴＰＰ特　輸入食品の検査体制ぜい弱　斉藤議員が追及　批准言う資格なし

　１８日の衆院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会では、日本共産党の斉藤和子議員が質問に立ちました。

　斉藤議員は、７月の参院選での公約で、ＴＰＰ協定の早期批准に触れなかった自民党の政治姿勢を追及しました。

　斉藤　自民党は公約でＴＰＰの早期批准を掲げたのか。

　安倍晋三首相　公約でＴＰＰの「活用」を掲げ支持を得た。承認されなければ活用できないのは誰が見ても分かる。

　「承認は周知の事実。ＴＰＰをやらないと言って選挙に勝ったわけではない」と述べた安倍氏。斉藤氏は「国民に正面から信を問えないＴＰＰの早期批准など絶対あり得ない」と強調しました。

　約６割の食料を輸入に頼る日本。輸入食品の増加とは逆に、その検査率は減少傾向を示し、２０１５年には過去最低を記録しました。

　食品の安全確保に向けて「一層の体制整備」（塩崎恭久厚労相）をいいながら、輸入食品の検査にあたる食品衛生監視員は全国で４０８人、１６年の増員は２人という脆弱（ぜいじゃく）さです。

　斉藤　輸入が増えている下で、今の輸入食品の検査体制、監視指導のままでいいのか。

　首相　政府としてよく考えたい。

　輸入食品の検査では、複数の手作業が必要になります。ＴＰＰによる輸入増が見込まれる下で、検査の現場では「ＴＰＰが怖い」との声が上がっています。「実際の現場を見たことがあるのか」と問う斉藤氏に対し安倍首相は｢ございません｣と冷淡に答えました。

　斉藤　現場からは、３０００人体制でなければ、輸入食品の安全性を確保できないとの声があがっている。食品衛生監視員を抜本的に増やすべきだ。

　厚労相　人員が必要なことは間違いがないが、政府全体としての定員の問題などがある。

　首相　輸入食品増に備えるのは当然だが、現在、大きな問題が出ているわけではない。

　「問題はある」と斉藤氏が示したパネルには、残留農薬基準を違反する輸入食品が、国の検査結果が出る前に流通し、消費者に食べられている実態がずらりと記されていました。

　安倍首相は「検査終了を待たずに国内流通を認める手法は諸外国で広く行われている」「健康に影響はない」と、基準違反の状況を公然と正当化。斉藤氏は「国が定めた残留農薬基準に違反している。本来出回ってはいけないものが出回り、消費者が食べている」と厳しく批判しました。

　斉藤　輸入食品の監視体制強化に努めるというなら、検査結果が出るまで輸入を認めないという本来の検疫体制に戻すべきだ。

　厚労相　今の体制は国際的に認められている。

　斉藤　食の安全は守れない。輸入食品の増大につながるＴＰＰの批准は許されない。
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しんぶん赤旗2016年10月19日(水)

論戦ハイライト　衆院ＴＰＰ特　セーフガード役立たぬ　畠山議員が迫る　発動時は牛肉自給率１０％に

　１８日の衆院環太平洋連携協定（ＴＰＰ）特別委員会では、日本共産党の畠山和也議員が質問に立ちました。

　「農産物の重要５項目（コメ、麦、牛肉・豚肉、乳製品、甘味資源作物）を交渉または再協議から除外するとした国会決議に反していると断じざるを得ない」―。畠山氏は、安倍政権の国会決議違反の実態を浮き彫りにし、農業政策の転換を迫りました。

　国会決議で除外とされたはずのコメは、ＴＰＰで新たに７・８４万トンの輸入枠が設定されています。

　畠山　コメを除外とするよう交渉したのか。

　安倍晋三首相　国会決議を背景に交渉した。

　畠山　政府としてきちんと除外を口で言ったのか。

　首相　いちいちのやり取りについては発言を控えたい。

　安倍首相は、除外を求めたのか明言せず「決議にかなう結果をだした」と強弁。

　畠山氏はそこで、首相が「勝ち取った」と誇る関税の「例外」の一つである「セーフガード」が国内農業の保護に全く役立たない問題を追及しました。セーフガードは、輸入量が大幅に増えたときに関税を元に戻し輸入を抑える仕組みです。

　牛肉の関税は、ＴＰＰ発効から１６年後に現在の３８・５％から９％まで下がります。畠山氏が、１６年後の「セーフガード」の発動条件をただしたのに、山本有二農林水産相は、輸入量が現在の牛肉の国内供給量の９割に当たる７３・７５万トンにならなければセーフガードが発動されないことを明らかにしました。

　畠山　これで「勝ち取った」といえるか。

　首相　関税撤廃が原則のＴＰＰで牛肉は撤廃を回避した。

　畠山　自給率が１０％になるまで「セーフガード」が発動されない。胸を張って言えるものかと農家はみている。

　畠山氏はまた、「セーフガード」がＴＰＰ発効後８～２１年目以降に撤廃されることを明らかにし「期限が来れば明け渡すものだ」と批判。牛肉も１６年目以降に連続して４年間発動しなければ撤廃されます。しかも、１６年を待たずに再協議で撤廃される可能性もあります。畠山氏の追及に、山本農水相も「どの分野を再協議してもいい」と述べ、前倒しで撤廃される可能性を認めました。

　畠山氏は、２００１年の農水省の文書が「行き過ぎた貿易至上主義」に警鐘を鳴らしていたことを指摘。「進むべきはＴＰＰではなく食料自給率向上の道だ」と迫りました。

　安倍首相は、食料自給率向上の重要性を認める一方、中小農家を切り捨てる「農政改革」を実績と誇示。畠山氏は、新潟県知事選で示された「農政改革」に対する厳しい審判を受け止めるべきだと批判しました。
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ＴＰＰ、２４日にも地方公聴会＝与党、１９日に議決の構え
　自民、公明両党は１８日、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）承認案・関連法案の月内衆院通過に向け、衆院ＴＰＰ特別委員会での地方公聴会の２４日開催を１９日に議決する方針を固めた。（時事通信2016/10/18-18:22）
ＴＰＰ強行採決「議運委員長が決める」山本農水相が言及
朝日新聞デジタル2016年10月18日23時52分
　山本有二農林水産相が１８日に開かれた佐藤勉・衆院議院運営委員長のパーティーで、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の承認案を審議する衆院の特別委員会をめぐり、「野党が必ず強行採決するだろうと総理に質問するが、強行採決するかどうかはこの佐藤勉さんが決める」と言及した。
　山本氏はＴＰＰの関係閣僚。同委員会の自民党理事が「強行採決」に触れて辞任しており、安倍晋三首相が「我が党は結党以来、強行採決をしようと考えたことはない」と答弁していた。
部落差別解消への取り組み促す法案の早期成立を
NHK10月18日 19時19分
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差別や人権問題について考える全国集会が、１８日から奈良市で始まり、国や地方自治体に対し、部落差別の解消に向けた取り組みを促す法案の早期成立などを訴えました。
この集会は部落解放同盟などが毎年開いていて、５０回目の節目となったことしは、部落差別の撤廃を求めた「全国水平社」発祥の地、奈良県で開かれ、全国からおよそ７０００人が参加しました。
はじめに部落解放同盟の組坂繁之中央執行委員長があいさつし、「結婚や就職など人生の大切な場面での差別をなくし、安心して暮らせる社会にする必要がある」と述べました。そして、ことし５月に国会に提出された、国や地方自治体に対して部落差別の解消に向けた取り組みを促す法案の早期成立を訴えました。
続いて、部落解放同盟奈良県連合会の伊藤満書記長が「差別される側が正しさを主張するだけでは問題は解決しない。多様な価値観を認めることが、真の差別解消につながる」と訴えました。
集会は２０日まで開かれ、ヘイトスピーチの問題や人権教育の課題などについて意見が交わされることになっています。
しんぶん赤旗2016年10月19日(水)

共同提案　約４０カ国に　核兵器禁止条約決議案　日本は加わらず
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（写真）ニューヨークにある国連本部で開催中の国連総会第１委員会＝１７日（島田峰隆撮影）


　【ニューヨーク＝島田峰隆】オーストリア政府関係者は１７日、本紙に対し、同国が主導して国連総会第１委員会（軍縮・国際安全保障問題）に提出した決議案の共同提案国について、「３９カ国ぐらいにまで増えた。今後も増えると見込んでいる」と話しました。同関係者によると、日本は共同提案国に入っていません。

　同決議案は、核兵器禁止条約について交渉する国際会議を、来年に招集するという内容です。

　テーマ別討論を続けてきた第１委員会は１７日、核兵器に関する討議を終えました。国連加盟国（１９３カ国）の約３分の２を占める非同盟諸国をはじめ圧倒的多数の国が同決議案に支持を表明しているのに対し、核保有５カ国（米英仏中ロ）と核の傘にある国が抵抗している構図が鮮明になっています。

　討論のなかで、共同提案国の一つアイルランドは１７日、「核兵器使用による破滅的な人道的結果を考えると、核兵器で安全になる安全保障など想像できない」と強調しました。

　太平洋の島国パラオは、核実験の影響で今も住民にがんや慢性的な疾病が続き、居住、農業、漁業ができなくなっていると指摘。「人間や環境に害を与える核兵器をどうして合法だと主張できるのか」と問いかけました。

　日本の佐野利男軍縮大使は「核保有国と非保有国の建設的な協力を通じた実際的で具体的な措置が唯一の効果的な方法だ」として核兵器禁止条約の交渉開始を求めませんでした。

核兵器禁止条約の賛否、日本示さず　国連総会第１委員会
朝日新聞デジタルニューヨーク＝松尾一郎、杉崎慎弥、田井中雅人2016年10月18日10時56分

国連総会第１委員会で発言する佐野利男軍縮大使＝１７日、ニューヨーク、松尾一郎撮影
　国連総会第１委員会で議論され、メキシコなどが主導している「核兵器禁止条約」について、日本政府は１７日、演説で賛否は示さなかった。来年の交渉開始を求めて決議案を提出した多くの非核保有国は賛成を示し、ロシアや、米国の「核の傘」の下にあるドイツなどは反対を表明した。
　佐野利男軍縮大使は「核軍縮を進める上で、核兵器の使用がもたらす人道的影響の正確な認識と、厳しい安全保障環境の客観的な評価の双方がバランス良く考慮されるべきだ」と主張。被爆国でありながら、米国の核の傘の下にある日本の複雑な立場をにじませた。
　一方で、佐野大使は「核軍縮へのアプローチの違いから、国際社会が分断されてしまっている」ことを憂慮。「核不拡散条約（ＮＰＴ）を強化し、維持するために、国際社会が一体となって取り組むべきだ」と述べ、全会一致が基本となるＮＰＴ体制への支持を求め、核禁条約に反対する米国などへ配慮したとみられる。
　核兵器廃絶を訴える日本主導の別の決議案も含めて、採決は２７日以降行われる見通しで、日本政府関係者は「核禁決議案の最終的な文言は分からず、まだ決める段階ではない」と語った。（ニューヨーク＝松尾一郎、杉崎慎弥、田井中雅人）
経団連、３年連続で政治献金呼びかけ　会員１３００社に
朝日新聞デジタル2016年10月18日19時51分
　経団連は１８日、３年続けて会員企業約１３００社に政治献金を呼びかけた。同日公表した「政治との連携強化に関する見解」によると、安倍政権について「アベノミクスを強力に推進し、デフレ脱却まで、あと一息のところにこぎつけた」と評価。日本の再生に向けて「政治と経済が車の両輪となって政策を総動員する必要がある」と政党への献金を訴えている。
　同時に主な政党に対する政策評価の結果を発表した。法人実効税率の２０％台への引き下げや、原子力発電所の再稼働を進める自民党に対する評価が高い。献金先について経団連は「各社の自主的な判断」とするが、事実上、自民党への献金を促している。
しんぶん赤旗2016年10月19日(水)

日露領土交渉　行き詰まり打開へ提言　志位委員長が政府に申し入れ

　日本共産党の志位和夫委員長は１８日、国会内で記者会見を行い、１２月に予定される日露首脳会談で、領土問題が大きな焦点になるとされているなか、「日露領土交渉の行き詰まりをどう打開するか――『日ソ共同宣言』６０周年にあたって」と題する提言を発表しました｡同日､発表に先だって、志位委員長は、小池晃書記局長、穀田恵二国対委員長とともに国会内で菅義偉官房長官と会談し、提言の内容を政府に申し入れました。
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（写真）菅義偉官房長官（右）に申し入れる（左へ）志位和夫委員長、小池晃書記局長、穀田恵二国対委員長＝１８日、国会内


　提言は、１９日が「日ソ共同宣言」（１９５６年）から６０周年にあたることから、「日露領土交渉の行きづまりをどう打開するか。この６０年の日露（日ソ）領土交渉から教訓を引き出し、今後に生かすことが求められる」と指摘。歴史的・国際的道理にたって交渉しないと、日露領土交渉の行き詰まりが打開できないばかりか、重大な落とし穴に落ち込む危険もあると警告しています。その上で、今後の日露領土交渉が踏まえるべき三つの基本点を提起しました。

　第一は、「歯舞、色丹の『２島先行返還』はありうることだが、その場合は、中間的な条約と結びつけて処理することとし、平和条約は、領土問題が最終的な解決にいたった段階で締結すべきである」ということです。

　志位氏は、「仮に『２島返還』の段階で平和条約を締結すると、それ以上の領土返還交渉の道が事実上閉ざされることになります。それは『日ソ共同宣言』当時のソ連側の主張への全面屈服になります」と指摘しました。

　第二は、「この６０年間にわたって、日露領土問題が前進してこなかったのは、『国後、択捉は千島列島にあらず。だから返還せよ』という日本政府の主張が、歴史的事実にてらしても、国際法的にも、通用しない主張だったことにある。このことを正面から認め、領土交渉の方針の根本的な再検討を行うことが必要である」ということです。

　第三は、「日露領土問題の根本は、『領土不拡大』という第２次世界大戦の戦後処理の大原則を踏みにじって、『ヤルタ協定』で『千島列島の引き渡し』を決め、それに拘束されてサンフランシスコ平和条約で『千島列島の放棄』を宣言したことにある。この戦後処理の不公正にいまこそ正面からメスを入れるべきである」ということです。

　志位氏は、「サンフランシスコ平和条約の千島関連条項を廃棄・無効化し、千島返還を要求する国際法上の立場を確立して、千島列島の全面返還を内容とする平和条約締結の交渉を行うべきです。この立場の交渉を行ってこそ、国後、択捉の返還の道も開けてきます」「日本政府が、戦後処理の不公正を正すという立場に立つことこそ、回り道のように見えても日露領土問題を解決する唯一の道であること、それこそが『日ソ共同宣言』から６０周年の歴史の教訓であることを強調したい」と語りました。

菅長官「しっかり受け止める」

　志位氏の提起に対して、菅長官は、「（提言を）しっかり受け止める」と語りました。志位氏が、「『２島で平和条約』（の締結）はやらないと明言してほしい」と述べたのに対して、菅氏は「４島の帰属を解決して平和条約を結ぶというのが政府の方針」と述べるにとどまりました。

　菅氏が「（政府の交渉方針については）まだ白紙です」と述べたのに対して、志位氏は「白紙なら、ぜひ、そこに私たちの提案を書き込んでほしい」と語りました。

しんぶん赤旗2016年10月19日(水)

日露領土交渉の行き詰まりをどう打開するか　――「日ソ共同宣言」６０周年にあたって

２０１６年１０月１８日　日本共産党幹部会委員長　志位　和夫

　日本共産党の志位和夫委員長が１８日、発表した日露領土問題に関する提言「日露領土交渉の行き詰まりをどう打開するか――『日ソ共同宣言』６０周年にあたって」の全文を紹介します。

　１２月１５日、ロシア・プーチン大統領が来日し、日露首脳会談が予定されている。首脳会談では、領土問題が大きな焦点となるとされている。

　安倍首相は、日露領土交渉に「新しいアプローチ」でのぞむというが、その中身はさだかではない。首脳会談にあたって、日本政府が、交渉にのぞむ論建てを、国際法的にも明確に整理してのぞまないと、日露領土交渉の行き詰まりが打開できないばかりか、重大な落とし穴に落ち込む危険もあることを、危惧している。

　１９５６年１０月１９日の「日ソ共同宣言」から６０周年にあたり、日露領土交渉の行き詰まりをどう打開するか。この６０年の日露（日ソ）領土交渉から教訓を引き出し、今後に生かすことが求められる。

　日本共産党は、日露（日ソ）領土問題の解決の政策として、(1)北海道の一部である歯舞、色丹については、中間的な友好条約によって速やかな返還を求める、(2)千島列島返還を内容とする平和条約を締結する――という段階的解決を主張してきた。
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　今後の日露領土交渉が踏まえるべき基本点について、次の三つの点を提起したい。

１、歯舞、色丹の「２島先行返還」はありうることだが、その場合は、中間的な条約と結びつけて処理することとし、平和条約は、領土問題が最終的な解決にいたった段階で締結すべきである。 

　日露領土交渉にかかわって、「歯舞、色丹の『２島先行返還』で日露平和条約を締結する」という方針が政府内で浮上してきたとの報道がなされている。

　ことの真偽は不明だが、日本政府が、歯舞、色丹、国後、択捉を一体に扱う「４島一括」の方針を見直し、北海道の一部である歯舞、色丹の「２島先行返還」を求めるというなら、そのこと自体は、道理にかなったことである。

　問題は、この段階で日露平和条約を締結するということが報じられていることである。平和条約が締結されれば、それにどんな留保条件をつけようと、両国間の国境の公式の画定という意義を事実上持つことになる。仮に「２島返還」の段階で平和条約を締結すると、それ以上の領土返還交渉の道が事実上閉ざされることになる。

　１９５６年の「日ソ共同宣言」のさいに、ソ連側は歯舞、色丹の「引き渡し」を認めながら、それを平和条約締結と結びつけ、歯舞、色丹の「引き渡し」で日ソ間の領土問題を終結させるという態度をとった。仮に「２島返還で平和条約」ということになれば、１９５６年の「日ソ共同宣言」当時のソ連側の主張への全面屈服となり、歴代日本政府の６０年にわたる立場の自己否定となることを指摘しなければならない。

２、この６０年間にわたって、日露領土問題が前進してこなかったのは、「国後、択捉は千島列島にあらず。だから返還せよ」という日本政府の主張が、歴史的事実にてらしても、国際法的にも、通用しない主張だったことにある。このことを正面から認め、領土交渉の方針の抜本的な再検討を行うことが必要である。 

　１９５１年に締結されたサンフランシスコ平和条約は、２条Ｃ項で「日本国は、千島列島……に対するすべての権利、権原及び請求権を放棄する」と宣言している。日本政府は、この宣言を不動の前提として領土交渉を進めるために、「国後、択捉は千島列島にあらず。だから返還せよ」という主張をしてきた。

　この主張は、得撫以北の北千島を最初から領土要求の対象にしないという根本問題にくわえて、国後、択捉の南千島についての返還の主張としても、国際法的にまったく根拠のないものである。

　――１９５１年のサンフランシスコ会議で、日本側全権の吉田茂首相は、演説のなかで、択捉、国後の両島を「千島南部の二島」と呼び、得撫などについても「得撫以北の北千島諸島」と呼んで、その全体を「千島列島」とみる立場を、明確に表明している。アメリカ側全権のダレス国務長官の演説にも「千島列島」に触れた箇所があるが、明らかに南北千島の全体を含むものとして、この言葉を使っていた。

　――サンフランシスコ平和条約を批准した日本の１９５１年の国会では、「（サンフランシスコ）条約にある千島列島の範囲については、北千島と南千島の両者を含むと考えております」（西村熊雄条約局長）という見解が、日本政府の公式見解として繰り返し表明されている。

　――「国後、択捉は千島列島にあらず」という主張は、アメリカの入れ知恵で、１９５５年になって突然開始されたものだった。日本政府は、１９５５年に米英仏３カ国に対して、“サンフランシスコ平和条約でいう「千島列島」とは、国後、択捉両島を含まないものと理解していたか”という「質問」を出したが、アメリカの回答は「日本が択捉、国後を千島列島の一部でないという理由で日本に返還するよう、ソ連を説くことになんら反対するものではない」というものであり、イギリスの回答は「米国の見解に同意を表明しえない」、フランスの回答は「サンフランシスコ会議議事録は、千島の範囲に関し言及している。特に日本代表が国後、択捉を南千島として言及していることに注意を喚起する」というものだった。条約締結の国際会議および批准した国会で表明した見解を、後になって覆す主張を行っても、世界に通用するものではない。

　「国後、択捉は千島列島にあらず。だから返還せよ」という主張が破たんしたことは、６０年間の日露領土交渉の全体が証明している。この事実を直視し、日本政府として大胆に領土交渉の方針の再検討を行うことが求められている。

３、日露領土問題の根本は、「領土不拡大」という第２次世界大戦の戦後処理の大原則を踏みにじって、「ヤルタ協定」で「千島列島の引き渡し」を決め、それに拘束されてサンフランシスコ平和条約で「千島列島の放棄」を宣言したことにある。この戦後処理の不公正にいまこそ正面からメスを入れるべきである。 

戦後処理における不公正を、「領土不拡大」という国際的な道理にたちもどって是正する

　第２次世界大戦のさい、連合国は、「領土不拡大」を戦後処理の大原則にすることを、繰り返し宣言している。対日戦の戦後処理についても、連合国は、１９４３年の「カイロ宣言」で、「同盟国は自国のために利得も求めず、また領土拡張の念も有しない」こと、日本は「暴力及び貧欲により日本国の略取したる……一切の地域から駆逐される」ことを宣言している。これは、「領土不拡大」という国際的な民主主義の道理に合致したものだった。

　１９４５年のヤルタ会談で、ソ連のスターリンが、対日参戦の条件として、「千島列島の引き渡し」を要求し、その要求に米英側が応じ、「ヤルタ協定」に書き込まれたことは、「領土不拡大」という戦後処理の大原則に明白に違反する不公正なものだった。さらに、１９５１年のサンフランシスコ平和条約のさい、アメリカの要求で「千島列島の放棄」の条項が入れられたことは、「ヤルタ協定」の不公正の延長線上にたったものであり、これも「領土不拡大」という大原則に背く不公正なものだった。

　日露領土問題を解決する中心点は、戦後処理におけるこの不公正を、「領土不拡大」という国際的な道理にたちもどって是正することにある。

「ヤルタ協定」「サ条約」の不公正に目をつぶり続ける姿勢を根本から改めよ

　日本政府は、「千島列島」「国後、択捉」について、「カイロ宣言」が言う「暴力及び貪欲により略取」された地域に当たらないと主張している。そうであるなら、なぜサンフランシスコ平和条約で、日本は「千島列島の放棄」をしたのか。それは「カイロ宣言」の「領土不拡大」の大原則に反するものではないのか。この大問題について、日本政府から納得のいく説明は、この６０年間にわたって一度も行われていない。

　日本政府は、「ヤルタ協定」における「千島列島の引き渡し」について、「領土問題の最終的処理につき決定したものでなく、領土を移転するようないかなる法律的効果を持つものでない。日本はこの協定に拘束されるものではない」と、「ヤルタ協定」の法的効果は否定している。しかし、この協定が「領土不拡大」という戦後処理の大原則に反する不公正な取り決めだったことを批判したことは一度もない。

　日本政府は、「ヤルタ協定」およびサンフランシスコ平和条約において、「領土不拡大」という戦後処理の大原則に反する不公正が行われたことに、目をつぶり続けるという姿勢を根本的に改め、国際的な民主主義の道理に立って、この不公正に正面からメスを入れるという姿勢に転換すべきである。

「サ条約」の千島関連条項を廃棄・無効化し、千島列島全面返還の交渉を

　「領土不拡大」の原則にたつ以上、日露両国が戦争などの手段に訴えることなしに国境を画定しあった平和的な領土交渉の到達点を、日露両国間の国境画定の土台に据えることは、当然のことである。すなわち、１８５５年の日魯通好条約、１８７５年の樺太・千島交換条約の結果、全千島列島が日本の歴史的領土となった。日露領土交渉にあたっては、この到達点を土台に据えるべきである。

　日本政府は、「ヤルタ協定」の「千島列島の引き渡し」、それに拘束されたサンフランシスコ平和条約での「千島列島の放棄」は、「領土不拡大」という第２次世界大戦の戦後処理の大原則に背く不公正なものだったことを正面から認めるべきである。サンフランシスコ平和条約の千島関連条項を廃棄・無効化し、千島返還を要求する国際法上の立場を確立して、千島列島の全面返還を内容とする平和条約締結の交渉を行うべきである。この立場の交渉を行ってこそ、国後、択捉の返還の道も開けてくる。

　いったん結んだ条約を廃棄・無効化することは、決して不可能ではない。サンフランシスコ平和条約についても、第３条は、沖縄に対する日本の主権を否定しており、廃棄の手続きはとられていないが、この条約の壁を超えて、沖縄の本土復帰は現実のものとなっている。いったん結んだ条約であっても、そのなかに国際的な民主主義の道理にてらして問題点があれば、それを是正することはできるのである。

　スターリンが、第２次世界大戦の時期に行った覇権主義的な領土拡張のうち、バルト３国の併合、ポーランドの一部地域の併合など、ほとんどがすでに解決をみている。スターリンが進めた不当な領土拡大で、当事国が是正を求めているにもかかわらず今日まで残されているのは、千島列島だけである。

　日本政府が、戦後処理の不公正を正すという立場に立つことこそ、回り道のように見えても日露領土問題を解決する唯一の道であること、それこそが「日ソ共同宣言」から６０周年の歴史の教訓であることを強調したい。

　●サンフランシスコ会議での吉田茂・日本政府代表の発言（１９５１年９月７日の全体会議）

　「日本開国の当時、千島南部の二島、択捉、国後両島が日本領であることについては、帝政ロシアもなんらの異議を挿（は）さまなかったのであります。ただ得撫以北の北千島諸島と樺太南部は、当時日露両国人の混在の地でありました。…平和的な外交交渉を通じて樺太南部は露領とし、その代償として北千島諸島は日本領とすることに話し合いをつけたのであります」

　●サンフランシスコ条約の批准国会での外務省・西村熊雄条約局長の答弁（５１年１０～１１月）

　「条約にある千島列島の範囲については、北千島と南千島の両者を含むと考えております」「この千島列島の中には、歯舞、色丹はこれは全然含まれない。併し（しかし）国後、択捉という一連のそれから以北の島は、得撫・アイランド、クリル・アイランドとして全体を見ていくべきものではないか」

産経新聞2016.10.18 20:13更新 
共産・志位和夫委員長「ロシアに全千島列島の返還を要求せよ」　菅義偉官房長官に要請
　共産党の志位和夫委員長は１８日、国会内で菅義偉官房長官と会談し、ロシアとの北方領土交渉ではあくまで千島列島の全面返還を求め、歯舞群島と色丹島の「２島先行返還」が実現した場合でも平和条約を締結しないよう要請した。
　志位氏は要請文で、１８５５年の日魯（ろ）通好条約と１８７５年の樺太・千島交換条約で「全千島列島が日本の歴史的領土になった」と主張。日本領土の範囲を画定した１９５１年のサンフランシスコ講和条約は、ソ連が対日参戦の条件とした「千島列島の引き渡し」を米英側が受け入れたもので「『領土不拡大』という大原則に背く不公正なもの」と位置づけた。
　志位氏は、サンフランシスコ講和条約の千島関連条項を無効化し、千島列島の全面返還を内容とする平和条約を結ぶよう主張。一方、歯舞・色丹は「北海道の一部」として先行返還を容認するが「その場合は中間的な条約と結びつけて処理」することを求めた。
「北方領土」で共産 二島返還で平和条約締結しないよう申し入れ
NHK10月18日 15時14分
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共産党の志位委員長は、国会内で菅官房長官と会談し、北方領土問題を含む平和条約交渉で、ロシア側と歯舞・色丹の二島返還で合意したとしても、領土問題が最終的に解決したことにならないとして、平和条約を締結しないよう申し入れました。
この中で、共産党の志位委員長は、北方領土問題を含む平和条約交渉について「歯舞・色丹の先行返還はあり得るが、二島返還で平和条約を締結することは、その後の領土交渉の道を閉ざすことになり、決してやってはならない」と述べました。
これに対し、菅官房長官は「共産党の主張は受け止めた。四島の帰属の問題を解決して平和条約を締結するのが政府の基本方針であり、その方針は全く変わらない」と述べました。
共産党は、北方領土問題について、党の綱領に「日本の歴史的領土である千島列島と歯舞諸島・色丹島の返還を目指す」と明記しています。
岸田外相のロシア訪問 １２月上旬念頭に検討
NHK10月19日 5時05分
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外務省は日ロ首脳会談に向けて、モスクワで予定している外相会談の時期について、事前に多岐にわたる分野で事務レベルの調整を済ませておくことが必要だとして、１２月上旬を念頭に検討することにしています。
日ロ両国は来月、ペルーで開かれるＡＰＥＣ＝アジア太平洋経済協力会議に合わせて、首脳会談を行ったうえで、１２月１５日に山口県で安倍総理大臣とプーチン大統領が会談することにしています。
そして、これを前に、ロシア経済分野協力担当大臣を兼務する世耕経済産業大臣が、来月上旬にロシアを訪問するほか、岸田外務大臣も首脳会談の地ならしのためモスクワを訪問して、ラブロフ外相との会談に臨むことにしています。
外務省は、首脳会談に向けて、事前に多岐にわたる分野で事務レベルの調整を済ませておくことが必要だとしています。また、国会日程も考慮すべきだとしており、岸田外務大臣のモスクワ訪問は、１２月上旬を念頭に検討することにしています。
北方領土日本帰属確認こだわらず　「返還」を「引き渡し」に

共同通信2016/10/19 02:09
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北方領土の歯舞群島。手前は納沙布岬＝2013年1月、北海道根室市（共同通信社機から）　安倍政権は、ロシアが「北方領土は日本に帰属する」と認めないままでも、領土が戻るなら平和条約を締結する方向で検討に入った。領土移転が実現する場合、「ロシアが不法占拠している」との日本側の主張を前提とする「返還」でなく、譲渡を意味する「引き渡し」と位置付けられる公算が大きい。日本帰属確認にこだわらず交渉方針を見直し、新たな解決策を模索する。複数の日本政府関係者が18日、明らかにした。

　日本は従来、ロシアによる帰属確認を条約締結の条件としていた。だが「第2次大戦で取得した正当な領土」とするロシアに歩み寄らなければ、協議は進まないとの判断に傾いた。

日ソ共同宣言６０年 　平和条約進展向け「好機」　官房長官
毎日新聞2016年10月18日　21時17分（最終更新　10月19日　00時07分）
　菅義偉官房長官は１８日の記者会見で、１９日で署名から６０年を迎えた日ソ共同宣言について、「平和条約が締結されていない中で、北方領土問題の重要性を改めて認識するよい機会になる」と述べ、平和条約交渉の進展に向け、国民世論の高まりに期待を示した。 
　安倍晋三首相は１２月１５日に山口県でロシアのプーチン大統領と会談する。菅氏は「北方四島の帰属問題を解決して平和条約を締結する基本方針の下、交渉を粘り強く行っていきたい」と語った。 
　関連して鶴保庸介沖縄・北方担当相は１８日、内閣府のホームページに北方領土問題を解説するコーナーを１９日に新設すると発表した。北方四島の歴史や元島民の声を紹介する。鶴保氏は「国内世論の啓発を強化することが、（領土問題）解決の力になる」と語った。【田中裕之】 
共同宣言「停滞の６０年」　１２月に日ロ会談　難しい領土交渉

東京新聞2016年10月19日 朝刊 

　一九五六年に日本と当時のソ連が国交を回復した日ソ共同宣言の調印から、十九日で六十年を迎えた。同宣言が先送りした北方領土問題の解決に向け、安倍晋三首相は十二月に山口県長門市でロシアのプーチン大統領と会談する。日本側は経済協力をテコに前進を狙うが、課題は多い。　（大杉はるか）

　日本は一九五一年のサンフランシスコ平和条約で千島列島の権利を放棄した。当時は、千島列島に国後（くなしり）・択捉（えとろふ）両島が含まれるとの趣旨の外務省幹部の国会答弁もある。だが、共同宣言締結交渉以降、政府は歯舞（はぼまい）群島や色丹（しこたん）島を含む「四島は固有の領土」と主張してきた。

　共同宣言では、平和条約締結後に歯舞・色丹を日本に引き渡すことが明記されたが、国後・択捉は抜け落ちた。二〇一三年の安倍・プーチン会談で「双方受け入れ可能な解決策」に向けた交渉を加速することで合意。安倍政権は十二月の首脳会談で北方四島の帰属での前進を目指す。
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　しかし、交渉が進んでも日ロの国境線を四島のどこに引くかや、主権をどう確定させるか、難しい判断を迫られる。

　ロシアでは北方四島の交渉を巡る世論が盛り上がっていないとの指摘もある。十七日に在日ロシア大使館で開かれたフォーラムでロシア側研究者が歯舞・色丹の引き渡しにロシア人の七割前後が反対しているとの世論調査数字を挙げて「妥協はあり得ないというのがロシアの世論だ」と指摘した。

　共同宣言締結時は、米国が歯舞・色丹の二島返還での決着に強く反対し、自民党内でも日米関係を重視する議員が締結阻止に動いたとされる。今回も「米国の関心は強い」（外務省幹部）ため、安倍首相は九月にバイデン副大統領に直接、日本側の考えを説明したという。

　＜日ソ共同宣言＞　平和条約に代えて、戦争状態の終了、外交関係の回復などを定め、１９５６年に署名。歯舞、色丹両島を平和条約の締結後、日本に引き渡すことで合意した。日本は４島全ての返還を要求。ロシアは「正当に獲得した領土」などとして応じていない。

米軍北部訓練場、１２月返還＝防衛省が県に計画案提示
　防衛省沖縄防衛局は１８日、米軍北部訓練場（沖縄県東村など）の返還予定時期を今年１２月と明記した計画案を県に提示した。跡地利用推進特別措置法に基づく対応。これに対し、県は１１月１６日までに翁長雄志知事の意見書を提出する方針で、県側の出方が焦点となる。
　計画案は、返還後の跡地利用に向けた土壌汚染や水質汚濁、不発弾の有無の調査に関するもので、約４０１０ヘクタールが対象。調査と処理に要する期間は１年～１年半と見込んでいる。今年３月に返還された西普天間住宅地区（宜野湾市）では、この期間は３年とされており、跡地利用の環境を早期に整える姿勢を鮮明にした。
　同訓練場をめぐっては、菅義偉官房長官が８日に沖縄を訪れた際、年内返還を目指す方針を県や地元自治体に伝えていた。翁長知事は返還には賛成する一方、その条件となるヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）の整備には慎重な立場だ。（時事通信2016/10/18-21:55）
沖縄・北部訓練場返還は12月　防衛省、県に計画案提出

共同通信2016/10/18 21:59

　防衛省沖縄防衛局は18日、沖縄県東村と国頭村にまたがる米軍北部訓練場の部分返還の予定時期を「今年12月」と明記した計画案を沖縄県に提出した。政府は8日、年内返還を目指す方針を表明していたが、具体的な返還時期を示したのは初。

　計画案は軍用地跡地利用に関する特別措置法に基づくもので、返還後に日本政府が土壌や水質の調査や汚染物質の除去をし、地権者に引き渡すまでの工程を盛り込んでいる。返還から引き渡し完了までの期間は「1年から1年半程度」とした。

　沖縄県は防衛局に「汚染調査などに丁寧に対応してほしい」と求めた。計画案に対する意見を30日以内にまとめ、提出する。

米軍北部訓練場、12月に返還　沖縄防衛局が計画案提出 
日経新聞2016/10/19 0:24
　防衛省沖縄防衛局は18日、米軍北部訓練場（沖縄県東村、国頭村）を一部返還する時期を今年12月と明記した返還計画案を沖縄県に提出した。計画案では土壌汚染の有無の確認など返還に必要な手順を示した。
　北部訓練場の面積は約7800ヘクタールで、日米両政府が1996年に4000ヘクタールを返還することで合意した。８日に沖縄を訪問した菅義偉官房長官が地元村長らと会談した際、年内返還の方針を示していた。一方、返還の条件であるヘリコプター離着陸帯（ヘリパッド）の移設に反対する住民らは抗議活動を続けている。
高江のダンプカー法令違反疑い　稲田防衛相、改善を指示　

琉球新報2016年10月18日 11:46 
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　稲田朋美防衛相　
　【東京】稲田朋美防衛相は１８日の会見で、米軍北部訓練場の新たなヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設を巡り、砂利の搬入に使われているダンプカーに複数の道路車両運送法違反の疑いがあることについて「事業者として受注者に対し、改善するように指示した」と明らかにした。
　道路車両運送法違反の疑いがあるのはヘリパッド建設の砂利を運搬するトラックで、着色フィルムを貼ったり、最大積載量の表示がなかったりするケースがあった。沖縄総合事務局陸運事務所は、業者に対して改善を求める警告はがきを１８日にも送る方針を固めている。
　稲田氏は、砂利搬入のトラックについて適法に進めていると強調しながらも「一部の車両は経年劣化、汚れなどで表示番号や最大積載量の表示が見えにくく、助手席の窓が運転手の視野を妨げる恐れがあった」と指摘した。
　ヘリパッド建設現場で使用していた沖縄防衛局所有の有刺鉄線を切断したとして、名護署が沖縄平和運動センターの山城博治議長を器物損壊容疑で現行犯逮捕したことには「無断で提供施設区域に立ち入り、他人の所有物を損壊する違法な行為は許されない」と指摘した。今後の工事への影響については「何か影響を与えることではない」と否定した。
警察の「黙認」に批判　沖縄・ヘリパッド建設の違法ダンプ　市民の抗議は「むやみに規制」　
琉球新報2016年10月18日 06:30 
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フィルムとステッカーが貼られた「助手席巻き込み防止窓」＝１０月、東村高江のＮ１ゲート前
　沖縄県の東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設問題で、砂利を運ぶダンプカーに違法な改造やダンプ表示番号の無記載などが確認された。これまで大量の機動隊を動員して建設に抗議する市民らを排除し、ダンプカーの搬入を誘導してきた警察の対応に対し、識者や市民からは批判が上がった。
　１７日はダンプカー６０台分の砂利がＮ１地区ゲート内へ搬入されたが、ダンプ表示番号の無記載は確認されなかった。一方、窓に着色フィルムを貼り付けた車両が確認された。
　１７日の抗議集会に参加した高江ヘリパッド建設反対現地行動連絡会の間島孝彦共同代表は「今日からダンプは荷台や背面に表示される表示番号が書かれ、大きく変わっていた」と指摘。「ずっと（ダンプを）護衛してきた警察が見逃してきたのが不可解だ。私たちに対してはブレーキランプ故障だけでも止めて注意する。警察は完全に沖縄防衛局側に立っていると感じる」と憤った。
　沖縄平和市民連絡会の北上田毅さんは「７月から違法な車が走っている。取り締まらないのはあり得ない。（陸運事務所の）はがきの指導だけでは甘い。整備命令が出せる。法律に基づき違法車両の走行を禁止すべきだ」と強く求めた。
　識者からも疑問の声が上がった。名桜大学の大城渡上級准教授（憲法学）は取材に「（警察は）市民活動側の正当な表現活動をいたずらに、むやみに違法としている。一方で事業者の完全な違法については市民から指摘されても黙認しているのは、公平中立な職務執行のあり方から問題がある」と強調した。
超党派国会議員が靖国参拝
　超党派の「みんなで靖国神社に参拝する国会議員の会」（会長・尾辻秀久元参院副議長）のメンバーが１８日午前、東京・九段北の靖国神社を秋季例大祭に合わせて集団参拝した。自民党、民進党、日本維新の会、日本のこころを大切にする党の４党と無所属の計８０人余りが参加。自民党の古屋圭司選対委員長や馳浩前文部科学相、水落敏栄文部科学副大臣ら政府関係者も参拝した。


参拝に向かう「みんなで靖国神社に参拝する国会議員の会」のメンバーら＝１８日午前、東京・九段北の靖国神社
「賊軍」の靖国合祀要請＝石原元都知事らが宮司に
　この後、記者会見した尾辻氏は、安倍晋三首相が参拝を見送ったことについて「諸外国との関係を考えてその方がいいと判断したなら、亡くなった方々は理解されるだろう」と述べ、やむを得ないとの認識を示した。（時事通信2016/10/18-11:58）
超党派議連、靖国神社を

共同通信2016/10/18 12:52

　超党派の議員連盟「みんなで靖国神社に参拝する国会議員の会」（会長・尾辻秀久自民党参院議員）は18日午前、秋季例大祭中の靖国神社（東京・九段北）を集団参拝した。議連は、自民党、民進党などから85人が参加したと発表した。

　自民党の古屋圭司選対委員長、田村憲久前厚生労働相、馳浩前文部科学相、民進党の羽田雄一郎元国土交通相らが参った。安倍内閣からは日本遺族会会長の水落敏栄文部科学副大臣のほか、務台俊介内閣府政務官らが参拝した。

　安倍晋三首相は、17～20日の秋季例大祭期間の参拝は見送る方針で、代わりに「真榊」と呼ばれる供物を奉納した。

靖国不参拝「総理の『痛恨の極み』は何か違う」　尾辻氏
朝日新聞デジタル2016年10月18日11時29分

尾辻秀久氏
■「みんなで靖国神社に参拝する国会議員の会」の尾辻秀久会長
　（安倍晋三首相が２０１３年以来、靖国神社を参拝していないことについて）亡くなっていった方々は、国のため、家族のことを思って、散っていった。諸外国との関係を考えて、総理がその方が良いと判断されたならば、亡くなっていった方々はそれなりに理解をなさるだろう。ただ、そうであれば、総理も率直に語っていただく方が良い。あえて言わせていただくと、参拝できないことを「痛恨の極みだ」とかおっしゃると、何か違うのではないかと思う。（靖国神社での参拝後の記者会見で）
東京・高松高裁は「合憲」判断　参院選格差訴訟、判断割れる

共同通信2016/10/18 18:27
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参院選の「1票の格差」訴訟の合憲判決を受け、記者の質問に答える升永英俊弁護士（中央）ら＝18日午後、東京高裁前
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高松高裁＝18日午前　「1票の格差」が最大3.08倍だった7月の参院選は選挙権の平等に反し違憲として、有権者が選挙無効を求めた訴訟の判決で、東京高裁と高松高裁は18日、いずれも「投票価値の著しい不平等はなかった」として格差を合憲と判断、請求を棄却した。二つの弁護士グループが全国14の高裁・高裁支部に起こした訴訟で、3、4件目の判決。1、2件目は「違憲状態」で判断が分かれた。

　今回の参院選は「徳島・高知」と「鳥取・島根」で初めて合区が導入され、2013年参院選の4.77倍から格差が縮小した。

　
７月の参院選一票の格差、東京高裁も「合憲」判決
朝日新聞デジタル2016年10月18日15時47分
　「一票の格差」が最大３・０８倍だった７月の参院選は投票価値の平等を定めた憲法に反するとして、弁護士グループが東京など１１都県の選挙区について選挙無効を求めた訴訟の判決が１８日、東京高裁であった。小林昭彦裁判長は「違憲の問題が生じるほどの著しい不公平状態にあるとは評価できない」と述べ、「合憲」と判断。選挙無効の請求を棄却した。
　７月の参院選は、昨年７月に公職選挙法が改正され、鳥取と島根、高知と徳島を一つの選挙区とする「合区」が初めて導入され、定数も「１０増１０減」に是正された。判決は、こうした国会の取り組みを評価した。
　これまで、最高裁は最大格差が５・００倍だった２０１０年参院選と、４・７７倍だった１３年参院選を「違憲状態」と判断。１３年参院選への判決では、「都道府県を単位として定数を設定する現行制度を速やかに見直すべきだ」として「区割りの見直し」を注文していた。
　訴えていたのは、升永英俊弁護士（第一東京弁護士会）のグループ。今回の参院選をめぐっては、二つの弁護士グループが全国の１４高裁・支部で同様の訴訟を起こしており、これまで広島高裁岡山支部と名古屋高裁金沢支部で「違憲状態」の判決が出ている。東京高裁の判決は、同日にあった高松高裁の「合憲」判決に次いで４例目。
１票の格差 ７月参院選は「合憲」 東京高裁
NHK10月18日 15時15分
ことし７月の参議院選挙でいわゆる１票の格差が最大で３．０８倍だったことについて、東京高等裁判所は「著しい不平等状態だと評価することはできない」として、憲法に違反しないとする判決を言い渡しました。
７月の参議院選挙では、選挙区によって議員１人当たりの有権者の数に最大で３．０８倍の格差があり、弁護士などのグループが「投票価値の平等に反し、憲法に違反する」として選挙の無効を求める訴えを全国で起こしました。
このうち関東の１都６県と新潟、山梨、長野、それに静岡の合わせて１１の選挙区を対象にした判決で、東京高等裁判所の小林昭彦裁判長は「去年の法改正で数十年間維持されてきた５倍前後の格差が改善され、さらに、平成３１年の選挙に向けて抜本的な見直しの検討を行い、結論を得るとされている」と指摘しました。そのうえで「投票価値の不均衡が違憲の問題が生じる程度の著しい不平等状態だと評価することはできない」として、憲法に違反しないという判断を示しました。
参議院選挙をめぐっては、３年前に最大で４．７７倍の格差があったことについて最高裁判所が「違憲状態」と判断し、ことしの選挙では、いわゆる「合区」を含む定数是正が行われ、格差が縮小していました。
一連の裁判ではこれで４件の判決が言い渡されましたが、「違憲状態」が２件、「合憲」が２件と判断が分かれました。
訴え起こした弁護士グループ「納得できない」
判決のあと、訴えを起こした弁護士グループの升永英俊弁護士は、「合憲と判断した理由も挙げられていない、全く予想していなかった判決だ。納得できないので、最高裁判所に上告する」と述べました。
また、伊藤真弁護士は、「依然として最大で３倍の格差があるにもかかわらず、不平等ではないと判断する感覚が全く理解できない。今後の改善の余地や方向性についても何も示されていない判決だ」と批判しました。
参院選一票の格差「合憲」　高松高裁判決
朝日新聞デジタル森下裕介、阿部峻介2016年10月18日14時13分
　７月の参院選で「一票の格差」が最大３・０８倍になったのは投票価値の平等を定めた憲法に反するとして、弁護士グループが選挙の無効を求めた訴訟の判決が１８日、高松高裁であった。吉田肇裁判長は「合区」導入で格差が縮小されたことなどから「投票価値の不均衡は看過し得ないほどの状態に達しているとは言えない」とし、「合憲」と判断。請求を棄却した。
　一連の訴訟は、二つの弁護士グループが全国の１４高裁・支部で起こしている。すでに判決のあった広島高裁岡山支部と名古屋高裁金沢支部はいずれも「違憲状態」だった。
　最高裁は２０１０年（最大格差５・００倍）と１３年（同４・７７倍）の参院選を違憲の一歩手前となる「違憲状態」と判断。これらの判決は「現行の仕組みを維持しながら投票価値の平等を実現することは、著しく困難」などと指摘し、都道府県を選挙区として定数設定する制度の見直しを求めた。
　このため、国会は鳥取と島根、高知と徳島をそれぞれ一つの選挙区とする「合区」などで定数を「１０増１０減」する改正公職選挙法を昨年７月に成立させ、格差は縮小していた。今月１４日の岡山支部判決は「違憲の問題が生ずる投票価値の著しい不平等状態が残存していた」とする一方、合区を一定評価して請求は棄却。１７日の金沢支部判決も同様の判断をしていた。（森下裕介、阿部峻介）
１票の格差 ７月参院選は「合憲」 高松高裁
NHK10月18日 13時44分
ことし７月の参議院選挙で、いわゆる１票の格差が最大で３．０８倍だったことについて、高松高等裁判所は、「投票価値の平等の重要性に照らして看過しえない程度に達しているとは言えない」として、ことしの選挙は憲法に違反しないとする判決を言い渡しました。
７月の参議院選挙では、選挙区によって議員１人当たりの有権者の数に最大で３．０８倍の格差があり、弁護士などのグループが「投票価値の平等に反し、憲法に違反する」として、選挙の無効を求める訴えを全国で起こしました。
このうち香川、愛媛、それに、いわゆる「合区」となった徳島高知の、四国の３つの選挙区を対象にした判決で、高松高等裁判所の吉田肇裁判長は、「合区などの定数是正により格差が縮小しており、一部の選挙区を合区としつつも都道府県を選挙区の単位として定めることは合理性があると評価できる」と指摘しました。そのうえで、「投票価値の平等の重要性に照らして看過しえない程度に達しているとは言えない」などとして、ことしの選挙は憲法に違反しないという判断を示しました。
参議院選挙の１票の格差をめぐっては、最高裁判所が最大で４．７７倍だった３年前の選挙を「違憲状態」と判断し、ことしの選挙では、定数是正のため、いわゆる「合区」が初めて導入されて、格差が縮小していました。
一連の裁判では、広島高裁岡山支部と名古屋高裁金沢支部が「違憲状態」だったとする判決を言い渡し、判断が分かれました。
７月参院選判断割れる＝東京、高松高裁「合憲」－２支部「違憲状態」・１票格差訴訟
　「１票の格差」が最大３．０８倍だった７月の参院選は投票価値の平等に反し違憲として、弁護士グループが選挙無効を求めた訴訟の判決が１８日、東京、高松両高裁であった。いずれも隣接県で選挙区を統合する「合区」導入などで格差が縮小したことを評価し、選挙は「合憲」と判断した。先に判決を出した二つの高裁支部は「違憲状態」としており、判断が分かれた形だ。
　二つの弁護士グループが全４５選挙区の無効を求めて１６件の訴訟を起こしており、残る１２件の判決は１１月８日までに出そろう予定。原告側は上告する。
　今回の選挙では、都道府県単位だった選挙区割りを一部変更し、「鳥取・島根」と「徳島・高知」で合区を初めて導入。議員定数を「１０増１０減」する是正措置を実施し、格差は最高裁で「違憲状態」とされた２０１３年の前回選挙（最大４．７７倍）よりも縮小した。（時事通信2016/10/18-18:28）
「合憲」判断に批判相次ぐ＝１票格差訴訟で原告ら


７月参院選を合憲とした東京、高松両高裁判決を受けて記者会見する原告の弁護士ら＝１８日午後、東京・霞が関の司法記者クラブ
　７月参院選の「１票の格差」を「合憲」とした１８日の東京、高松両高裁判決を受け、原告の弁護士グループが記者会見し、「三権分立を自ら放棄した」などと厳しく批判した。
　升永英俊弁護士は、東京高裁判決について、「選挙が憲法の条文に適合しているか一切判断せず、格差が何倍かというさじ加減だけで結論を出した」と指摘。伊藤真弁護士も「とても法律家が書いたとは思えず、政治家の主張を追認しただけだ」と語気を強めた。
　高松高裁判決は「都道府県を選挙区の単位と定めることには相応の合理性がある」と言及したが、久保利英明弁護士は「『都道府県単位の区割りは憲法上の要請ではない』とした最高裁判決に違反している」と首をかしげた。（時事通信2016/10/18-20:04）
各判決を注視＝菅官房長官－参院選無効訴訟
　菅義偉官房長官は１８日午後の記者会見で、東京、高松両高裁が７月の参院選をいずれも「合憲」と判断したことについて、「各高裁で判決が言い渡される予定なので、その結果を注視したい」と述べた。　（時事通信2016/10/18-16:59）
「違憲状態」は裁判官の保身判決　１票の格差訴訟で原告が批判

福井新聞2016年10月18日午前9時00分


「１票の格差」訴訟の判決を受け、「保身判決」などと書かれた紙を掲げる原告側＝１７日、名古屋高裁金沢支部前

　７月の参院選の選挙無効を求めた「１票の格差」訴訟で、違憲状態としながらも、格差解消の努力を認めた名古屋高裁金沢支部判決。会見で原告弁護団は「かなりひどい裁判官の保身判決だ。最悪だ」と厳しく批判する声が続出した。
　判決言い渡し後、同支部前で「保身判決」と書かれた紙を掲げた升永英俊弁護士（第１東京弁護士会）は「裁判所は、『三振だ』と言ったのに『セーフ』とした。信じがたい判決」と語気を強めた。記者会見でも「裁判官自らが法を無視している」と怒りをあらわにした。
　同じく原告側の久保利英明弁護士（第２東京弁護士会）は、１４日の広島高裁岡山支部が出した「違憲状態」判決では、合区の在り方に言及していたと指摘。「金沢支部の判決は『合区をやった』と言っているだけ。岡山支部の判決よりも保身度合いが強い」と述べた。
　１票の格差を巡って、最高裁が示した過去５回の判決はいずれも「違憲状態」。升永弁護士は「違憲状態で選挙区で選ばれた国会議員に資格はない。まさに無法状態」と断じた。今後判決を控える各高裁・高裁支部の判断には影響は全くないとした。
　判決を受け福井県選管の熊澤喜八郎委員長は「私どもの主張が一部認められなかったものの、原告らの（選挙無効の）請求は棄却されたと認識している」とのコメントを発表。「今後とも選挙の管理執行に万全を期したい」としている。
　福井選挙区で５選を果たした自民党の山崎正昭前参院議長は「コメントは差し控える」としている。

社説　自民党草案　憲法観が転倒している
朝日新聞デジタル2016年10月19日（水）付
　「改憲勢力」が３分の２の議席を得た参院選を受け、自民党憲法改正推進本部が再開した。
　党の憲法改正草案について、保岡興治本部長は党の「公式文書のひとつ」と位置づけ、撤回は否定しつつ、衆参両院の憲法審査会に草案を提案することは考えていないと表明した。
　草案は自民党が野党だった２０１２年につくった。戦前を想起させるような国家優先の発想がにじむ内容に対し、民進党などは撤回を主張している。
　一方、安倍首相は参院選後、「我が党の案をベースに３分の２を構築していくか。これがまさに政治の技術だ」と述べた。やはり自民党の「本音」が盛られていると見るべきだろう。
　だが、草案には問題点が多すぎる。最大の問題は、憲法は何のためにあるのか、その出発点が転倒していることだ。
　立憲主義に基づく憲法は、国民の人権を守るため、国家権力をしばるルールである。
　だが自民党草案は逆に、国民に義務を課し、特定の価値観を押しつける思想が色濃い。しばる相手がさかさまなのだ。
　例えば草案２４条は「家族は、互いに助け合わなければならない」と定める。
　国会質疑で民進党の蓮舫代表は「なぜ家族（の規定）を憲法にいれたのか。昔の時代に戻るのではないか」と指摘した。
　家族を大切にする思いは多くの人が共有しているだろう。しかし憲法は、「家族の助け合い」を、国民に義務づけるためのものであってはならない。
　基本的人権を「侵すことのできない永久の権利」と定めた現行憲法９７条が、草案ではまるごと削られている。首相は「条文の整理に過ぎない」というが、「最高法規」の章にこの条文が置かれていることの意義をどう考えているのか。
　草案はまた、憲法を尊重する義務を国民に課している。国会議員らにはより強い「擁護」の義務を定めているものの、ここでもしばる先を間違えている。
　現行憲法が重んじている個人の人権よりも、集団や国家を重んじる思想が、草案には通奏低音のように流れている。
　これが自民党のめざす国家像なのだとしたら、安倍政権がめざす憲法改正は極めて危うい。
　今後、与野党の議論がどう進むかは見通せない。だが大原則は、憲法改正をめぐる議論は国民、与野党の大多数が必要性を認め、納得して初めて前に進めるべきものということだ。
　自民党が逆立ちした憲法観のままならば、その前提は決して整わないだろう。
社説　憲法審査再開へ　生産的な改正論議を期待する

読売新聞2016年10月19日 06時05分

　１１月３日に制定７０周年を迎える憲法の改正に向けて、国会が議論する土俵がようやく整ったことを評価したい。

　与野党が、衆院憲法審査会を月内にも再開することで一致した。審査会で実質的な審議が行われるのは、昨年６月以来となる。

　憲法は全面改正ができず、項目ごとに改正する。衆参両院の審査会で可決した改正原案について、両院本会議で３分の２以上の多数で発議する。さらに、国民投票で過半数の賛成を得る。

　こうした高いハードルを踏まえれば、改正項目とその内容について、与野党の幅広い合意形成を追求する努力が欠かせない。

　７月の参院選は、民進党が「改憲勢力の３分の２の議席確保を阻止する」との目標を一方的に掲げ、与野党対立が先鋭化した。

　審査会では、もっと冷静に議論する必要がある。日本の最高法規をより良いものにする、という問題意識を各党が共有すべきだ。

　与野党が審査会再開で合意したのは、自民党憲法改正推進本部が２０１２年に作成した党憲法改正草案を公式文書と位置づけつつ、審査会にそのまま提案することはしないと決めたことにある。

　草案は、「国防軍」の保持や天皇の元首化を盛り込むなど、保守色が強い。民進党は、憲法改正論議に応じる条件として、草案の「撤回」を要求していた。

　各党が独自の改正案をまとめるのは当然で、その内容が気に入らないとして草案全体の撤回を求める方がおかしい。自民党が審査会再開を優先し、民進党に歩み寄ったのは大人の対応と言える。

　審査会は当面、立憲主義や憲法改正の限界、違憲立法審査のあり方などを議題として、参考人質疑や自由討議を行う方向だ。その後、「１票の格差」、緊急事態における国会議員任期の延長など参政権に関する問題を扱うという。

　まずは野党が重視するテーマを取り上げ、改正項目を絞り込む作業を後回しにするのは妥当だ。

　立憲主義に関する認識は、昨年の安全保障関連法の審議で、政府の憲法解釈の是非を巡って、与野党対立の論点にもなった。

　今回は、当時のような不毛な論議の繰り返しを避けてほしい。異なる意見にも耳を傾け、生産的な議論を行うことが求められる。

　憲法審査会には、少数会派の意見も極力尊重し、公平で円満な運営に努める伝統がある。与野党の信頼関係を再構築し、改正論議の環境を整えることが重要だ。

社説 　自民党改憲草案　内と外で使い分けるな
毎日新聞2016年10月19日　東京朝刊
　党内向けには「公式文書」と位置づけて重要性を強調し、対外的にはそれを「提案しない」と言って反発をかわそうとする。党内外で使い分ける対応は方便と言うほかない。 
　自民党の憲法改正推進本部がきのう決めた２０１２年の憲法改正草案の取り扱いのことである。党内の保守派にも、公明党や野党にも配慮した結果だ。 
　天皇の「元首」化、自衛隊の「国防軍」化、非常時の国家緊急権付与などを柱とする草案は、基本的人権の尊重より公共の秩序を優先し、国家主義的で復古調の色彩が濃い。 
　安倍晋三首相は「わが党はすでに案を決めている。党の案をベースに議論したい」と言い、「党内で相当議論して作った草案を大切にしたい」と述べてきた。 
　これに対し保岡興治本部長は会合で草案を「そのまま憲法審査会に提案することは考えていない」と表明した。首相の発言を修正し柔軟な姿勢を見せたともいえる。 
　今夏の参院選の結果、衆参両院ともに改憲に前向きな勢力が３分の２に達し、改憲案を発議する事態もあり得る。しかし、近代民主主義に逆行する改憲草案が数の力で推し進められるのは危険と考え、わたしたちはまず草案の破棄を求めてきた。こうした懸念は多くの野党も共有しており、民進党は「国民の権利を軽んじている」と撤回を求めている。 
　冷静な議論が始められるよう保岡氏は批判的な世論にも耳を傾けた。しかし、党内保守派の理解を得るために「公式文書」と権威付けをした結果、玉虫色の態度となった。 
　今臨時国会で際立つのは安倍首相が憲法論議の深入りを避けていることだ。かつて憲法改正発議の要件を緩和する憲法９６条改正を提起したころとは様変わりだ。 
　改憲対象とする逐条の議論は衆参憲法審査会に委ねるとし、「いよいよ憲法改正がよりリアリティーを帯びてきている。自民党総裁として発言するのは控える」と慎重だ。 
　憲法９６条改正が結局は頓挫したという反省もあろうが、草案の逐条解説を始めれば保守的な側面が際立つ結果にもなりかねないと危惧しているのではないか。 
　民進党は家族を重んじることを国民に義務づけるかのような自民党の草案についての質問を集中的に行い、踏み込んだ答弁を避ける首相を「逃げ続けている」と批判している。 
　自民党は１２年草案とあわせて、保守色が抑制された０５年新憲法草案も党内議論の土台とするという。それでも与野党が冷静な議論をするにはやはり１２年草案を破棄すべきだ。 
　それが健全な憲法論議を進めるうえでの政権党の責務であろう。 
社説　自衛隊駆け付け警護　リスク直視し見切り発車やめよ
愛媛新聞2016年10月18日（火）
　憲法解釈を変更し集団的自衛権の行使を容認した安全保障関連法は、自衛隊の活動範囲を大きく広げた。安倍政権はそれを実行段階に移そうとしている。南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）を巡り、来月中旬以降に派遣する陸上自衛隊の交代部隊に、安保法に基づく「駆け付け警護」などの新任務を付与する方向で検討に入った。
　国会の答弁で、安倍晋三首相や稲田朋美防衛相は新任務を付与した場合でも「リスクが増えるわけではない」と繰り返す。だが現地の状況を正しく把握できているのか、との疑問は尽きない。７月には大統領派と反政府勢力との間の銃撃戦で約３００人が死亡するなど武力紛争は拡大している。このまま見切り発車で自衛隊を派遣し、隊員を危険にさらしてはならない。リスクを厳格に見極め、歯止めをかける国会の議論を求めたい。
　「比較的落ち着いている」。８日に現地視察した稲田氏は、わずか７時間の滞在でこう言い切った。だがその当日には首都ジュバ近郊の幹線道路でトラックが反政府勢力に襲撃され市民２１人が死亡。国連南スーダン派遣団は「この数週間、各地で暴力と武力衝突の報告が増加している」と発表した。「新任務付与ありき」で、現実を直視しようとしない稲田氏のかたくなな姿勢に強い懸念と不安が募る。
　新任務は武装集団に襲われた国連職員らを武器を使い救出する「駆け付け警護」と、他国軍との宿営地の共同防衛の二つ。政府は今月中に新任務付与を決定する予定だったが、現地情勢を精査する必要があるとして１１月に先送りするという。この判断自体が現地の不安定な治安状態を示す証左であろう。
　今国会では、「停戦合意の成立」などを前提とするＰＫＯ参加５原則が崩れていないかどうかが焦点になっている。満たされていなければ部隊は撤収しなければならない。稲田氏は「武力紛争が発生したとは考えていない」と原則が崩れていないと強調。７月の銃撃戦も「戦闘行為ではなく衝突だ」と、内戦状態ではないとの認識を示した。言葉を言い換えて事態を矮小（わいしょう）化していると言わざるを得ない。
　当初、南スーダンでのＰＫＯは道路などインフラ整備が中心だったが、３年前に内戦が起きたころからはよりリスクの高い住民保護に移っている。また現地政府はＰＫＯそのものを「干渉」と敵視し始めており、政府軍が外国人滞在の施設を襲撃した事件もあった。停戦合意が崩壊し、内戦状態に戻っているとみる専門家もいる。この際、派遣の是非から問い直すべきだ。
　首相は「永田町と比べれば、はるかに危険な場所」とも発言した。冗談にせよ、あまりに軽い物言いを危惧する。自衛隊が新任務を帯びることでの危険性について、国会での議論は十分とは言えない。海外での戦闘に巻き込まれる可能性はある。隊員の負うリスクを低く見てはなるまい。
社説　米軍への支援　 自衛隊のリスク直視を

南日本新聞 10/19 付 

　安倍政権は、自衛隊の米軍への後方支援を拡充する「日米物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）」改定の承認案を今国会に提出する方針だ。

　日米が９月に署名した新協定は、安全保障関連法に基づき「現に戦闘行為が行われている現場（戦場）以外」での後方支援を認めるものだ。自衛隊は戦闘が起きる恐れのある場所を含む「戦闘地域」であっても、「戦場」でなければ弾薬提供ができるようになる。

　安保関連法の昨年の国会審議では、１０本の法改正を一括した法案と１本の新規法案がまとめて審議された。後方支援についての議論が尽くされたとは言えず、際限なく広がるのではとの疑念は解消されていない。

　自衛隊の活動をどこまで認めるのか。隊員はリスクにどう対処するのか。国会で厳格に見極め、しっかりと歯止めをかける議論を行わなければならない。

　日米ＡＣＳＡは、自衛隊と米軍が食料や燃料などの物品の輸送や修理などの役務を融通し合う枠組みを定めた協定だ。

　新協定は、弾薬が提供できる事態の範囲も拡大する。

　集団的自衛権が行使できる「存立危機事態」や、日本の平和に重要な影響を与える「重要影響事態」、国際社会が脅威に共同で対処する「国際平和共同対処事態」のいずれの場合でも米軍への提供が可能だ。適用範囲の拡大で、自衛隊が戦闘に巻き込まれる危険性は増大する可能性がある。

　そもそも後方支援は、憲法が禁じる他国の武力行使との「一体化」を避けるため、「非戦闘地域」に限られていた。

　ところが、安倍政権は２０１４年の閣議決定で「戦場以外であれば憲法９条が禁じる一体化には当たらない」と解釈を変更し、より「戦場」に近い地域での活動に道を開いた。だが、戦場は状況によって変動するものであり、机上の空論と言うしかない。

　燃料や食料、弾薬を運ぶ後方支援は戦闘部隊の生命線を握る「兵たん」であり、「敵側」にとっては「武力行使との一体化」にほかならないだろう。

　南スーダンＰＫＯに派遣されている陸上自衛隊に任務の付与が検討される「駆け付け警護」についても、安倍晋三首相は国会で「任務が増えるからといってリスクが増えるわけではない」と答弁している。

　だが、現地では政府軍と反政府勢力の武力衝突も発生している。

　自衛隊員を危険にさらさないためにも、ＡＣＳＡやＰＫＯ新任務は、慎重な検討を求めたい。

論説　オスプレイ配備計画　一国の首相の言葉は重い
佐賀新聞2016年10月18日 05時00分 
　佐賀空港への新型輸送機オスプレイ配備計画をめぐって、安倍晋三首相が「（米軍の）訓練の一部を佐賀で行うということで進めている」と参院予算委員会で述べた。防衛省がいったんは取り下げた米海兵隊の訓練移転方針を、実際にはあきらめていないという不信が広がる。
　多くの県民が「やはり」と受け止めたのではないか。
　防衛省は当初、佐賀空港へのオスプレイ配備を佐賀県側に打診するに当たって、陸上自衛隊が導入するオスプレイの配備と、目達原駐屯地のヘリ移転、そして米軍オスプレイの訓練移転－の３点を合わせて要請していた。
　だが、受け入れ交渉が難航したため、昨年１０月に中谷元・防衛相（当時）が米軍機の移転については取り下げた上で、全国の空港を横並びで検討すると変更した。
　今回の首相発言を受けて、稲田朋美防衛相は「沖縄の負担を全国で分かち合う前提で、一つの例示だった」と火消しに走り、佐賀市の説明会では九州防衛局の市川道夫企画部長が「全国のほかの空港と横並びで検討させていただきたい。総理の発言もそのような認識でなされたと思う」と釈明した。
　あまりにも苦しい説明ではないか。一国の首相が国会の場で発した言葉は重い。それを現場が推測を交えて否定することが許されるのだろうか。
　これで、防衛省が佐賀県側に示してきた米軍機の訓練移転取り下げは、“方便”に過ぎないのがはっきりしたのではないか。まずは県民の抵抗感が少ない自衛隊機を受け入れさせ、将来的には米軍機を移すというシナリオが透ける。
　防衛省が言う「横並びで検討する」という説明にしても、いったん自衛隊機を受け入れれば、オスプレイのメンテナンス設備などが整う空港が「最適地」として候補になるのは明らかだろう。
　自衛隊機の受け入れは同時に、将来の米軍機の受け入れにつながるのだと、私たち佐賀県民は認識しておく必要がある。
　佐賀新聞社が先日実施した県民世論調査では、防衛省の米軍機取り下げを受けて、自衛隊機に限って賛否を尋ねたが、それでも反対３２・７％、賛成２９・８％と拮抗（きっこう）している。最も多かったのは「どちらとも言えない」（３６・９％）だった。
　県民の理解は深まっているとは言えない。
　そこへ飛び出した首相発言は、これまでの議論の前提を根底から覆してしまった。佐賀県の山口祥義知事は「事実関係や、どういう考えで答弁したのか確認することから始めたい」と困惑し、県有明海漁協の徳永重昭組合長も「何かうやむやにしながら話が進められているのかもしれない」と不信を口にしている。
　こうした困惑や不信が広がる中、県民的な論議を深めることができるだろうか。山口知事は受け入れるかどうかの判断材料をそろえるために米軍によるオスプレイのデモフライトを防衛省に要請し、判断時期についても「そう遠くはない」としてきた。
　だが、首相が明言した以上、米海兵隊の移転から目を背けたまま決断するわけにはいかないだろう。議論はふたたび振り出しに戻ったと言わざるを得ないのではないか。（古賀史生）
社説　日ソ共同宣言から60年の現実 
日経新聞2016/10/19付
　日本とソ連（当時）が共同宣言に調印してから、今日でちょうど60年となった。同宣言によって戦争状態が終了し、両国は国交を回復した。しかし、北方領土問題は解決せず、いまだに平和条約を結べていないのが現実だ。
　日ソ共同宣言は1956年、当時の鳩山一郎首相とブルガーニン首相がモスクワで署名した。友好善隣関係の回復、互いの請求権の放棄、通商や漁業協力なども盛り込まれ、事実上の平和条約を想定した内容になっていた。
　条約締結に至らなかった理由は領土問題だ。同宣言は平和条約締結後に歯舞、色丹の２島を日本に引き渡すと規定したが、４島の返還を求める日本の世論の抵抗と、冷戦下での日ソ接近を警戒する米国の圧力が強かったためだ。
　その後、ソ連側も日米安保条約の改定に反発。２島引き渡しの公約をほごにし「領土問題は存在しない」との強硬姿勢に転じた。当時の状況を踏まえればやむを得なかったのだろうが、領土交渉が長らく停滞したことは否めない。
　その共同宣言の有効性を、ロシア首脳で初めて公式に認めたのがプーチン大統領だ。2001年、イルクーツクでの日ロ首脳会談では声明で、平和条約の交渉プロセスの出発点となる基本的な法的文書と明記した。大統領は日ソの両議会が同宣言を批准したことを重視し、ソ連の継承国として「履行義務がある」と言及している。
　ただし大統領は、歯舞、色丹の２島を「どのような条件で引き渡すかは明記していない」とクギも刺している。主権の問題を含めてすべて交渉次第というわけだ。
　日本では「２島決着」を危惧する声もあるが、北方領土をめぐる日ロの主張の隔たりはただでさえ大きい。真に領土問題の解決をめざすのなら、大統領が有効性を認めている日ソ共同宣言を軸に交渉を進めていくのが筋だろう。
　北方領土では60年の間にロシア化が着実に進んだ。還暦を迎えた共同宣言をどう生かしていくか。日ロ首脳の知恵が試されている。
産経新聞2016.10.19 05:03更新 
主張　日露６０年　「妥結ありき」の交渉排せ
　日ソ共同宣言の署名から６０年が経過した。だが、いまだロシアは北方四島を不法占拠した事実を認めず、先の大戦で自国領になったと強弁している。断じて容認できぬ状況に変わりはない。
　北方四島の返還がなければ、平和条約を含む日露関係の完全な正常化はあり得ない。安倍晋三首相はプーチン大統領との１２月の首脳会談で、この原則を堅持する不退転の決意で臨むべきだ。
　気がかりなのは、安倍政権による交渉がロシアのペースで進むことである。
　日本は５月の首脳会談で「新しいアプローチ」に合意し、経済分野を主体とする８項目の協力計画を提示した。政府内で検討が進んでいるが、領土問題解決の道筋が見えぬ段階で前のめりになるのは、あまりにリスクが大きい。
　ロシアがウクライナに軍事介入し、クリミア半島の併合を宣言したことに対し、日米欧は経済制裁を加えている。その対象国に大規模な経済支援を行えば、国際社会の足並みを崩しかねない。
　法の支配を無視し、力による現状変更を行ったという点で、クリミア併合と北方領土の不法占拠は同じである。にもかかわらず、首相が「領土交渉の中でクリミア問題について話をすることはない」と明言したのも疑問だ。
　領土主権は国の根幹そのものである。それをないがしろにした「妥結ありき」の交渉は大きな禍根を残すことになろう。
　日露交渉の行方は、尖閣諸島の奪取を狙う中国や、竹島を不法占拠する韓国も注視している。安倍政権が領土問題にきちんと対応できなければ、南シナ海問題に対する日本の主張を弱めかねないことも銘記しておくべきだ。
　６０年前の宣言には、平和条約締結後、歯舞、色丹両島を引き渡すとある。当時は領土問題と並び日本人抑留者の帰還と国連加盟という重要な目標があり、署名を余儀なくされた背景があった。
　北方四島はソ連が先の大戦の終結前後、日ソ中立条約を破って武力占拠したものだ。２島返還では済まされない。
　首相が北方領土問題の解決に並々ならぬ意欲を持っていることに異論はない。日露首脳会談で進展が図れる可能性もある。そこで何よりも優先すべきは、日本固有の領土を取り戻すという断固たる姿勢を貫くことである。
社説　日ソ共同宣言６０年　二重の戦後処理果たせ

東京新聞2016年10月19日

 　六十年前の今日、日ソ共同宣言が調印された。だが、ロシアはいまだ遠い隣国だ。第二次大戦と冷戦という二重の意味の戦後処理を果たしたい。

　「これは西半球（南北米大陸）における冷戦の最終章だ」

　南米コロンビア政府と左翼ゲリラのコロンビア革命軍が八月、半世紀以上にわたる内戦終結で合意したことを発表したのを受け、和平交渉を側面支援した米政府高官はこうコメントした。

◆葬られる冷戦の残滓（ざんし）

　一九五九年のキューバ革命に触発されて、中南米ではマルクス主義を掲げる反政府左翼ゲリラが台頭。革命軍は最盛期には国土の三分の一を実効支配した。内戦は二十二万人以上の犠牲者を生み、七百万人が家を失ったという。

　和平合意は国民投票で僅差で否決されたものの、サントス・コロンビア大統領のノーベル平和賞受賞によって推進力を再び得た。冷戦期、中南米で米国支援の軍事政権などと武力闘争を繰り広げた左翼ゲリラは、コロンビアを最後に歴史の幕を閉じる。

　ノルウェーとともに和平交渉を仲介したキューバも昨年七月、米国と五十四年ぶりに国交回復を果たした。今年三月、現職の米大統領として八十八年ぶりにキューバの地を踏んだオバマ氏は「私はここに、冷戦の残滓を葬るためにやって来た」と演説した。

　翻って北東アジアではどうか。

　第二次大戦後、朝鮮半島では北緯三八度線を境に北をソ連、南を米国が占領した。四八年に南北の両国が成立、五〇年には朝鮮戦争が起きた。冷戦の落とし子の南北分断は固定化されたままだ。

　「冷戦の残滓」はまだある。北方領土問題だ。

◆大国のはざまの四島

　日ソ共同宣言により、両国は戦争状態を終結させ、国交回復を果たした。だが、国境画定には至らず、宣言は平和条約締結後に歯舞、色丹両島を日本に引き渡すことを明記した。平和条約がない不正常な状態が続く限り、第二次大戦の戦後処理は終わらない。

　共同宣言に至る領土交渉の過程で、米国は二島返還だけでソ連と手を打つのなら、沖縄返還を考え直すと日本を脅した。世に言う「ダレス（国務長官）のどう喝」だ。米国は戦略上、日ソ間に不和の種を残そうとした。

　一方、六〇年の日米安保条約改定直後、ソ連は二島引き渡しの条件に駐留米軍の日本撤退を要求する覚書を日本に送り付けた。

　米ソ対立のはざまでもみくちゃにされた領土問題。その解決は冷戦の負の遺産の清算も意味する。

　安倍晋三首相は十三日の国会答弁で、九月にウラジオストクで行ったプーチン・ロシア大統領との首脳会談について「相当突っ込んだ議論を行い、（領土）交渉を具体的に進めていく道筋が見えてくるような手応えを感じた」と強調。プーチン氏に「自分たちの時に解決するという強い意志を持って交渉を進めていこう」と呼び掛けたことを明らかにした。

　首相の領土問題解決にかける意欲は強く、対ロ外交は積極的だ。極東開発、エネルギーなど八項目の経済協力を掲げ、それを担当するロシア経済分野協力担当相を新設し、世耕弘成経済産業相を兼務させた。

　ロシアとの関係深化は日本のエネルギーの中東依存を減らし、リスク分散につながる。中国の軍事大国化や北朝鮮の核・ミサイル開発という北東アジアの情勢を踏まえれば、ロシアとの協力強化は安全保障にプラスになる。

　対するロシアも世界の成長センターであるアジア・太平洋地域への接近を進めている。欧米との関係が冷却化しているだけに、対日関係を前進させたい思惑もあるようだ。

　首相がそんなロシアの事情もとらえて対ロ接近を図るのは理にかなっている。日ロの現政権とも基盤は安定し、荒業を要する領土交渉を行う条件も整っている。

　ただし、プーチン氏は手ごわい交渉相手だ。プーチン氏は日ソ共同宣言には歯舞、色丹二島の引き渡し条件や、引き渡し後にどの国の主権に属するかは書かれていないと主張する。

　二島を返還するにしても、その条件を高くつり上げようという思惑がちらつく。国後、択捉両島も加えた四島の返還を目標にしてきた日本の立場とは大きく違う。

◆粘り強い領土交渉を

　戦後七十一年がたち北方四島の元島民も高齢化した。首相が言うように両首脳で解決してほしいが、拙速は禁物だ。首相が前のめりになっている点が気掛かりだ。

　十二月には日ロ首脳会談が日本で予定されている。ロシアのペースにはまり込み、経済協力だけ先行することのないよう、首相には粘り強い交渉を望みたい。

社説　原発の不安解消になお努力を 
日経新聞2016/10/18付
　16日投開票の新潟県知事選で、東京電力柏崎刈羽原子力発電所の再稼働に慎重な米山隆一氏が初当選した。原発事故への県民の不安の大きさを改めて示した結果といえる。原発再稼働をめざす国や東電は地域住民の理解を得るための一層の努力が求められる。
　米山氏は共産、自由、社民各党が推薦し、民進党も支援した。敗れた森民夫氏は自民、公明両党が推薦し、当初は組織力を背景に優位とみられていた。与党には、７月の鹿児島県知事選で九州電力川内原発の一時停止を掲げた候補に敗れたのに続く厳しい結果だ。
　柏崎刈羽原発には７基の原子炉があり、2011年の福島第１原発の事故後にすべて止まった。東電は国の原子力規制委員会が定めた新規制基準のもと、まず６、７号機の再稼働をめざし、規制委が審査を進めている。
　同原発では02年、東電が原子炉のひび割れを隠していた問題が発覚し、07年の中越沖地震でも火災発生の通報が遅れた。規制基準を満たすための安全対策にとどまらず、迅速な通報や情報公開の体制をつくり、住民の信頼を取り戻す必要がある。
　国が重く受け止めるべき点も多い。現知事の泉田裕彦氏は福島原発事故の徹底した原因究明を求め、知事を引き継ぐ米山氏も同じ立場だ。政府や国会などの事故調査委員会が根本的な原因を洗い出したとはいえ未解明の部分も残る。国が継続して調べるべきだ。
　米山氏は17日、柏崎刈羽原発の再稼働について記者団に「県民の命や暮らしが守られない現状において認められない」と強調した。同時に「あらゆる可能性を排除するつもりはない」とも述べ、再稼働の議論自体は否定しなかった。
　米山氏には安全確保を前提としつつ、現実的な対応を求めたい。緊急時に住民を避難させる防災計画作りや地域の経済や雇用を拡大する観点から原子力の役割を考えるのも自治体の責任といえる。国と協力しながら、こうした首長の責務を果たしてほしい。
しんぶん赤旗2016年10月19日(水)

主張　ＴＰＰの本格審議　問題点は何も解決していない

　安倍晋三政権が今国会の重要法案と位置付ける環太平洋連携協定(ＴＰＰ)の承認案と関連法案の総括質疑が衆院の特別委員会で行われました。今国会初の本格的な審議だというのに安倍政権は１８項目もの誤訳が明らかになった協定を出し直そうともせず、通常国会で審議ストップの原因となった「黒塗り」の資料もそのままです。自民党の選挙公約や衆参両院の国会決議への違反が大問題になっているのにそれさえ説明しません。日本の将来に必要だという一方的な説明や国内の農業などへの影響を過小評価したでたらめの「試算」で押し通すのは許されません。

国の在り方にかかわる

　ＴＰＰは日本がアメリカなど１１カ国との間で関税を原則的に撤廃し、サービスや投資も自由化を約束、農業や中小企業だけでなく医療や保険、雇用や「食の安全」などに大きな影響を及ぼす、国の在り方を変える協定です。多国籍企業が進出先の国の制度が気に入らなければ裁判に訴えることができるＩＳＤＳ条項など、国の主権にとっても危険な内容です。

　自民党は２０１２年末の総選挙で「ＴＰＰ反対」を主張したのに、政権に復帰した安倍政権はその直後に交渉参加を決めました。衆参両院の国会決議ではコメ、麦、牛肉など重要５項目は「聖域」として関税撤廃の対象から除外するよう求めたのに、合意では５項目でも３割近くの品目で関税が撤廃されます。関税が残っても無傷の品目はありません。総括質疑では日本共産党の斉藤和子議員と畠山和也議員が公約違反や国会決議違反を追及したのに、安倍首相は「国会決議については国会が判断する」などと無責任な答弁に終始しました。国会決議に違反した協定の承認を国会に押し付けること自体重大問題です。

　この間、ＴＰＰの危険性と安倍政権の問題に向き合う不誠実さを浮き彫りにしたのは、日本が輸入を続けてきたＳＢＳ（売買同時入札）米の問題です。輸入業者の買い入れ価格と卸売業者の売り渡し価格を同時に入札し、差額は国が徴収する仕組みですが、実際には輸入業者から卸売業者に「調整金」が渡されており、輸入米が国産米より安い価格で売られていた疑惑が濃厚です。農林水産省は、調査で「調整金」の存在は認めましたが、価格引き下げに使われたかどうかは確認する意思もない態度です。

　安倍政権はＴＰＰでコメの輸入が増えても、国産米と同じ価格で売られることになっているから国内の生産に影響はないと言い張ってきました。ＳＢＳ米の問題は、ＴＰＰによる国内農業への影響を小さく見せてきた政府の試算の破綻を示しています。

徹底審議すべき課題山積

　わずか２日間の特別委員会の総括質疑で、ＴＰＰの問題点は全く解消されていません。アメリカのＴＰＰ承認を促進するために日本が率先して批准を急ぐなどという説明は、全く道理がありません。

　先週末開かれた「ＴＰＰを批准させない！全国共同行動」の中央集会には北海道から九州まで全国から約８０００人（主催者発表）が参加しました。世論調査でも、ＴＰＰについてわからないが多数で、今国会承認賛成は少数です。

　ＴＰＰの批准を急ぐのではなく､全容を明らかにし､徹底審議に応えることこそ政府の責任です。

社説　新潟県知事選　前のめり再稼働に警鐘
北海道新聞10/18 08:55
　原発再稼働に前のめりな政府に対する重い警鐘と受け止めたい。
　新潟県知事選で、東京電力柏崎刈羽原発（新潟県）の再稼働に慎重な無所属新人の米山隆一氏が、他の３新人を破り初当選した。
　７月の鹿児島県知事選では、九州電力川内原発の一時停止などを求めた三反園訓氏が再稼働に同意した現職を破って当選している。
　国政選挙で与党が勝ち続けているのに、原発立地県で逆の結果が二つ続いた。東京電力福島第１原発の事故後、住民の間で原発への不安が根強いことを示している。
　政府・与党は選挙で示された県民の不安と真摯（しんし）に向き合う必要がある。なし崩し的に再稼働を進める姿勢は見直すべきだ。
　知事選で米山氏は、福島第１原発の事故原因、健康や生活に与えた影響、柏崎刈羽原発の事故時の安全な避難という、三つの検証なしに再稼働の議論は始められないと主張した。
　共同通信社が行った出口調査では、再稼働に反対する有権者は「どちらかといえば」を含めて６４％に上った。こうした動向が米山氏の得票に反映されたといえる。
　投票率が前回を９・１０ポイント上回ったのも関心の高さの表れだろう。
　有権者が再稼働に慎重なのは、２００７年の新潟県中越沖地震で柏崎刈羽原発の一部が緊急停止し、放射性物質を含む水漏れもあったことが大きい。耐震設計の想定を上回る揺れが観測された。
　福島原発の事故も「想定外」だった。しかも、詳細な原因は究明されていない。「想定外」が許されない以上、福島の検証を重視する米山氏の主張はうなずけよう。
　原子力規制委員会は柏崎刈羽６、７号機の再稼働について、審査を続けている。合格した場合は当然、米山氏が知事として同意するかが焦点になる。
　気がかりなのは、法的権限が知事にないことだ。住民の安全に大きな責任を持つ以上、制度の見直しが必要だ。
　政府や東京電力は柏崎刈羽原発を再稼働させて利益を出し、福島原発事故で賠償や廃炉の費用がかさむ経営を支えたい意向という。
　これでは、原発を事業の柱とする体質から抜け出せないのではないか。福島原発で過酷事故を起こした当事者としての認識が見えてこない。
　与党候補が敗れたこの知事選の結果が政局に影響するとの見方もある。しかし、政府・与党が気にかけるべきは、政局の行方ではなく選挙で示された民意である。
社説　新潟知事に再稼働慎重派／原発不信　真摯に向き合え
河北新報2016年10月18日火曜日
　原発再稼働に慎重な知事がまた、誕生した。
　東京電力柏崎刈羽原発の再稼働問題を最大の争点にした新潟県知事選。共産、自由、社民の野党３党の推薦を受けた医師米山隆一氏が、自民、公明両党が推薦する前長岡市長の森民夫氏に競り勝った。
　７月の鹿児島県知事選では、九州電力川内原発の一時停止を訴えた新人が与党が支援する現職を破ったばかり。立地自治体の住民が、原発再稼働への不安や不信感を突き付けた格好だ。安倍政権や事業者は、この結果に真摯（しんし）に向き合わなければならない。
　再稼働には知事の同意が必要で、米山氏の「命や暮らしを守れない現状で、再稼働を認めることはできない」という発言は重い。重大事故の際の住民避難計画の検証など、再稼働について公約通り慎重に判断していくべきだ。
　米山氏が民進党を離党して、出馬表明に踏み切ったのは知事選告示直前。安倍政権は国政選挙並みの総力戦で森氏を支援したにもかかわらず、敗れたことは衝撃だろう。
　裏返せば、有権者に原発アレルギーが根強いことの表れではないか。実際、共同通信が実施した新潟県知事選の出口調査では、再稼働に反対する有権者が６４％に上り、賛成は２０％にとどまった。
　電力供給のほとんどが首都圏向けの柏崎刈羽原発で、２００２年にはトラブル隠しが発覚、０７年の中越沖地震では火災と微量の放射線漏れが起きたことも無関係ではあるまい。さらには同じ沸騰水型の福島第１原発が、東日本大震災で重大事故を起こしたことも影響しているだろう。
　それだけに泉田裕彦知事も再稼働に慎重で、東電などに厳しい姿勢を示していた。ところが突如、４選出馬を撤回したため、安全優先の「泉田路線」を受け継いでいくかどうかが争われた。
　路線継承を明確に打ち出したのが、米山氏の勝因だろう。一方、森氏は後に踏み込んだが、当初は再稼働の是非について曖昧で、有権者から「本音」を隠しているように疑念を持たれたのではないか。
　野党３党は統一候補が先の参院選の新潟選挙区で勝った余勢を駆って、自主投票となった民進党の一部議員を含めて米山氏を支援した。事実上の野党共闘が奏功した形だ。
　ただ、民進党の蓮舫代表は、原発推進を掲げる地元の電力総連を傘下に置く連合新潟が森氏を支持したのに配慮したのか、現地入りしたのが選挙の最終盤。結局、何とか面目を保った形だ。
　年明けの衆院解散もささやかれる中、民進党の原発へのスタンスが、野党４党共闘成立の試金石になる可能性がある。内向きの組織の論理を優先するのではなく、もっと民意に敏感になるべきだ。
　今回の「ガラス細工」のような野党共闘をどう強固に構築していくのか。今後、蓮舫体制の姿勢が問われる。
社説　新潟県知事選　原発への不安の表れだ
秋田魁新報2016年10月18日 掲載 
　任期満了に伴う新潟県知事選は、東京電力柏崎刈羽原発の再稼働に慎重な立場の無所属新人の米山隆一氏（４９）＝共産、自由、社民推薦＝が、自民、公明推薦の無所属新人との事実上の一騎打ちを制し初当選した。原発再稼働が最大の争点になった選挙で、新潟県民の根強い不安が示された形だ。
　政府は原発再稼働に積極的で、原子力規制委員会が安全性に関する基準に適合すると認めた原発は再稼働させる方針だ。だが、既に再稼働した九州電力川内（せんだい）原発の一時停止を公約に掲げた新人が現職を破った７月の鹿児島県知事選に続き、慎重派が勝利したことを政府は重く受け止めるべきだ。
　米山氏は当選後「県民の命と暮らしが守られない現状において再稼働は認められない」と強調した。原発３０キロ圏の自治体に策定が義務付けられた避難計画を巡り、本当に機能するのかと懸念する住民は少なくない。政府は住民の不安に向き合い、避難計画の実効性を含め再稼働の条件を見直す必要がある。
　規制委は現在、柏崎刈羽原発６、７号機の再稼働の審査を行っている。東電福島第１原発と同じ沸騰水型で、川内原発などこれまで再稼働した加圧水型と異なり、原子炉でつくった蒸気を直接配管で発電機に送るタイプだ。二重構造で汚染されない蒸気を使う加圧水型に比べ安全性で劣るとされる。２００７年の新潟県中越沖地震では微量の放射性物質漏れが起きている。
　現職の泉田裕彦・新潟県知事は「福島第１原発事故の検証なしに再稼働は議論しない」との方針で、県独自の技術委員会を設置。事故当時の東電社長が「炉心溶融（メルトダウン）」という言葉を使わないよう指示し、事故の深刻さを隠蔽（いんぺい）していた事実の解明につなげるなど、原発の安全性を巡る議論で存在感を発揮してきた。
　泉田氏は今回の知事選で４選出馬を表明していたが、一転して出馬を撤回。米山氏が急きょ立候補し泉田路線の継承を訴えた。共同通信の出口調査によると、再稼働に反対する有権者は６４％に上り、その多くが米山氏に投票した。賛成は２０％にとどまった。
　福島第１原発事故は５年半が過ぎても収束のめどが立たず、今も８万６千人を超える人が避難生活を余儀なくされている。賠償と除染費用について電気事業連合会は、現在の見込み額７兆９千億円から倍増するとの試算を公表した。廃炉費用も約２兆円の計画から数兆円規模で膨らむのが確実とされ、収束までどれだけのコストがかかるのか見通せない状況だ。
　いったん過酷事故が起きると人的被害も含め取り返しのつかない事態になる。新潟県が福島第１原発事故の検証にこだわるのもそのためだろう。再稼働を議論する上で避けては通れぬ論点であり、政府は検証を県任せにしてはならない。
論説　新潟県知事選　「再稼働ノー」重い民意

岩手日報2016.10.18

争点となった新潟県知事選で、再稼働に慎重な候補が勝利した。原発に対する不安を反映した結果は、今後の政策に大きく影響することになろう。

　７月の鹿児島県知事選でも脱原発を掲げた候補が当選している。政府は、「再稼働ノー」とする民意に向き合い、原発依存のエネルギー政策からの転換を図るべきではないか。

　新潟県では東京電力が柏崎刈羽原発６、７号機の再稼働審査を申請。原子力規制委員会による審査は終盤を迎え、年度内にも合格する見通しとなっている。

　このような状況下、再稼働が明確な争点となったが、自民、公明両党推薦の与党系新人森民夫氏は選挙前半、再稼働の是非についての踏み込んだ発言を避けた。

　一方、共産、自由、社民３党推薦の新人米山隆一氏は、再稼働に慎重な泉田裕彦知事の路線継承を前面に打ち出した。準備不足での出馬ながら、当初の下馬評を覆して当選した。

　共同通信社の出口調査は、有権者の投票行動の構図をくっきりと映し出す。

　再稼働に反対の人は「どちらかといえば」を含めて６割超で、賛成の２割を大きく上回った。反対の３分の２は米山氏に投票。再稼働への賛否が当落を左右したのは明らかだろう。

　新潟県は福島県と同様、電力の供給を東北電力から受けつつ、首都圏などに送電する東電の原発が県内に多く立地。県民の間にはリスクを背負うことに不満がある。

　福島事故後、泉田知事は東電に厳しい態度を取り続けてきた。有識者による県の技術委員会が独自に事故対応を検証。同社に対する調査要求の中で、事故発生当時の社長が「炉心溶融」という言葉を使わないよう社内に指示した事実が明らかにされた。

　今回の知事選では、このような泉田知事の姿勢を評価してきた県民が、路線継承を訴える米山氏を支持したとみてよいだろう。

　東電は経営を直撃される結果となった。来年１月に改定する新たな再建計画は、柏崎刈羽原発の早期稼働を前提にしているためだ。「ノー」を突きつけた県民の不信感とどう向き合うかがあらためて問われる。

　一時楽観視していた自民党には大きな衝撃が走った。党関係者は「政権の高支持率が票に結び付かない。地方で目に見えない地殻変動が起きているのかもしれない」と分析する。

　与党を揺るがす「新潟ショック」は、原発だけでなく他の政策にも影響を及ぼす可能性がある。「解散風」の行方にも波及してこよう。

社説　新潟知事選　原発「ノー」が明確だ
信濃毎日新聞10月18日 
　原発の再稼働に対する根強い不安が、改めて浮き彫りになったと考えるべきだ。
　東京電力柏崎刈羽原発の再稼働に慎重な立場を鮮明にしている米山隆一氏（４９）が、新潟県知事選で初当選した。
　泉田裕彦知事の突然の４選出馬断念を受けた知事選だった。
　共産、自由、社民の３党の推薦を受けた米山氏は、告示６日前に出馬表明し、準備不足が指摘されていた。それでも自民と公明両党推薦の前長岡市長、森民夫氏（６７）に６万票余の差をつけた。国や東電に厳しい態度で臨んできた泉田知事の路線継承を、米山氏が訴えたからだろう。
　原発の再稼働に対する賛否が、投票を左右したのは明らかだ。共同通信の出口調査によると、再稼働に「反対」「どちらかといえば反対」とした有権者は計６４％で、反対の７割が米山氏を支持した。再稼働に「賛成」「どちらかといえば賛成」は２０％にとどまり、８割が森氏に投票している。
　東電は２０１３年９月、柏崎刈羽原発の再稼働に向けた審査を原子力規制委員会に申請しており、現在、審査は終盤に入っている。規制委の審査に合格しても再稼働には知事の同意が必要になる。米山氏は支持を得た理由を真摯（しんし）に受け止め、慎重に判断しなければならない。
　経済産業省と東電も、再稼働を目指す方針を見直すべきだ。
　経産省は有識者委員会で、先行きが厳しい東電の経営改革問題を議論している。
　東電福島第１原発事故の廃炉費用や賠償額が想定を上回り、電力小売り自由化で顧客の流出も１００万件を超えている。経産省は経営を改善するには、柏崎刈羽原発の再稼働が必要との認識だ。再稼働できず経営が悪化すれば、国民負担が増加すると強調している。
　前提を間違えているのではないか。泉田知事は「第１原発事故の検証なしに、再稼働は議論しない」と訴えてきた。今回の知事選は、有権者が国や東電の方向性に拒否を示したと見るべきだ。
　事故処理の見通しがつかないまま、東電が原発を再稼働することは、国民の理解が得られないだろう。再稼働を前提とせず、再建策を一から検討し直すべきだ。
　７月の鹿児島県知事選でも、県内にある九州電力川内原発の一時停止を公約とした新人が、現職を破って初当選している。政府は原発が立地する県で政府方針に対する「拒否」が相次ぐ意味を、重く受け止める必要がある。 

論説　新潟知事選の民意　原発再稼働さらに厳しく

福井新聞2016年10月18日午前7時30分

　事実上の与野党対決となった新潟県知事選で、３野党推薦の新人が与党推薦の候補を打ち破った。一地方の選挙だが、争点が東京電力柏崎刈羽原発の再稼働だったことで全国の注目を集めた。民意は原発に「ノー」を突きつけ、未曽有の過酷事故を起こした東電と原発推進の安倍政権に対する批判を鮮明にした。
　７月の鹿児島県知事選でも九州電力川内（せんだい）原発の一時停止を公約にした新人が現職を破った。「脱原発」の世論はさらに強まろう。
　新潟県では４選を目指していた泉田裕彦知事が突然出馬を撤回し、様相が一変した。ただ、泉田氏は自公両党の推薦を得てきたものの、東電には厳しい姿勢で臨み、再稼働に関して「福島事故の検証が終わるまで再稼働の議論はしない」と突っぱねてきた。
　東電は３年前、柏崎刈羽原発６、７号機の再稼働に向けた審査を原子力規制委員会に申請した。２基は福島第１原発と同じ沸騰水型である。東電は事故処理や補償に巨額の費用を要し、再稼働が経営改善の生命線となる。だが、溶融した核燃料取り出しのめども立たず、事故収束ができない東電の安全対策に対し、立地自治体や住民が不安と不信感を抱くのは当然だ。
　初当選した米山隆一氏は泉田路線を継承。「県民の命と暮らしが守られない現状において、再稼働は認められない」と訴えた。共同通信の世論調査で再稼働に「反対」が６０・９％に上り、県民の拒否反応がそのまま反映されたといえる。
　共産、自由、社民３党推薦を受けた米山氏と一騎打ちを演じた森民夫氏は、長岡市長を長く務めた地方政治のベテラン。自民、公明両党の推薦を受け、政権幹部が応援に駆け付けた。地方選とはいえ、与党の威信と政策の信任が懸かった選挙戦の敗北は、政権運営や解散風が吹く衆院選にも影響する可能性がある。
　自民党内からは安倍政権の慢心、おごりを懸念する声が聞こえてくる。経済政策アベノミクスや日銀の金融政策に限界が見え、成長一辺倒の安倍晋三首相の焦りとイライラ感が国会審議でも露出する。
　中央では見えにくい地方の地殻変動は、７月の参院選でも表れた。農業への影響が大きい環太平洋連携協定（ＴＰＰ）に不安を示す農業県の東北各県などで敗北が相次いだからだ。新潟選挙区でも野党統一候補が勝利している。
　しかし、対峙（たいじ）する野党の連携も主軸となる民進党が依然低迷状態。今回の勝利を喜んでばかりはいられない。衆院２補欠選挙はいずれも苦戦している。
　行政経験のない米山氏にとってもいばらの道だ。推した野党所属県議はわずか３人。超少数与党の政権運営は難しい。人口減少や経済活性化など難問が山積している。肝心の原発再稼働についても「閉ざすつもりはない」とする。氏の言う「理性的で合理的な議論」をどう実行するのか。
　国家権力に左右されない住民本位の地方政治確立を目指す覚悟が問われる。

社説　新潟県知事選　原発求めぬ民意明らか
京都新聞　2016年10月18日掲載

　原発に対する不安の大きさの表れと言えよう。現職の泉田裕彦氏が出馬しなかった新潟県知事選で、野党３党が推薦する米山隆一氏（４９）が与党の推薦候補を破り、初当選した。
　米山氏は東京電力柏崎刈羽原発の再稼働について「命と暮らしを守れない現状で、認めることはできない」と述べた。知事の同意が必要となる再稼働は、極めて難しくなったといえる。
　ところが、政府は「新知事の考えを伺いながら対応を考えていく」（世耕弘成経済産業相）と、あくまで再稼働を目指す方針だ。これでは「新潟県民の選択を真摯（しんし）に受け止める」という安倍晋三首相の国会答弁もむなしく響く。
　今夏、鹿児島県でも脱原発を訴える知事が誕生した。原発立地県で相次いで示された民意に政府は誠実に耳を傾けねばならない。
　米山氏の公約は、人口減少と高齢化が進む日本海側の農業県にとって当然のものばかりだ。環太平洋連携協定（ＴＰＰ）対策と農業保護、子育て支援、産業活性化などは対立候補と大差なかった。
　そこで、最大の争点となったのが「福島原発事故は終わっていない」とする泉田知事の路線を継承するのか、再稼働推進へ県政を転換するのかだ。共同通信の出口調査によると、有権者の６割超が再稼働に反対し、その３分の２が米山氏に投票したとみられる。
　米山氏は事故原因、事故の健康と生活への影響、安全な避難方法の３点について検証することが再稼働論議の前提だと訴える。原発を感情的に否定するのではなく、県が主体的に検証したうえで、県民が納得できる議論をしようという姿勢は共感できる。京滋から近い若狭湾の原発の再稼働について考えるとき、参考になるはずだ。
　選挙結果は安倍政権に痛打となった。新潟では今夏の参院選でも与党候補が野党共闘候補に敗れている。次の日曜日に投開票される東京１０区と福岡６区の衆院補選に影響が出れば「年明けの衆院解散・総選挙で勝利」という戦略に狂いが生じかねない。
　野党側は共闘の手応えを感じただろう。原発という与野党間で姿勢の違いがはっきりした争点があったことも、結集を図るうえで有利に働いた。
　とはいえ、野党共闘が今後も支持を得られるとは限らない。軸となる民進党は、まず党内をまとめることだ。そのうえで、各党が党派を超えて一致できる政策と相違点を分かりやすく示し、「野合」批判に応えることが重要だ。

神戸新聞2016/10/18
社説　新潟県知事選／再稼働反対の民意は重い
　原発立地県で、再稼働反対の民意がはっきりと示された。
　東京電力柏崎刈羽原発の再稼働が主な争点となった新潟県知事選で、共産と社民、自由（旧生活）の野党３党の推薦を受けた再稼働慎重派の米山隆一氏が初当選した。自民、公明両党推薦の前長岡市長、森民夫氏との事実上の一騎打ちを制した。
　７月の参院選新潟選挙区と同様、野党共闘候補が与党候補を破った。原発立地県としては鹿児島に続き、再稼働に厳しい姿勢で臨む知事の誕生である。
　菅義偉官房長官は例によって、国政に与える影響は「全くない」との見解を示した。だが、実際には自民党幹部が続々新潟入りして森氏を支援した結果の完敗である。政権批判に向き合おうとせず、地方の民意を軽視する姿勢は問題だ。
　知事には原発を止めたり、稼働させたりする法的権限はないが、再稼働には地元自治体の同意を得るのが慣例となっている。柏崎刈羽原発の再稼働が難しくなったのは間違いない。安倍政権は選挙結果を謙虚に受け止め、再稼働ありきの原発政策を見直す必要がある。
　選挙の構図は二転三転した。再稼働に厳しい姿勢を貫いていた現職の泉田裕彦知事が４選立候補を撤回したのは告示１カ月前。野党各党の候補者調整が迷走する中、森氏の無投票当選さえささやかれた。米山氏が民進党を離党して立候補を表明したのは告示のわずか６日前だ。
　米山氏は医師、弁護士の経歴はあるが行政経験はない。首長としての手腕は未知数だ。出身の民進党は、最大の支持団体・連合新潟が森氏支持を打ち出したため自主投票にとどめるなど野党共闘も不完全だった。
　それでも県民は「泉田路線」の継承を前面に掲げた米山氏を選んだ。共同通信社の出口調査では、再稼働に反対の有権者は「どちらかといえば」を含めて６割を超え、その３分の２が米山氏に投票した。県民の根強い原発不信が野党共闘のほころびをつなぎ合わせ、米山氏を新知事に押し上げた。その民意は重い。
　米山氏は、当選後「県民の命と暮らしを守れない現状で、再稼働は認められない」とあらためて述べた。原発事故を想定した避難計画の整備など課題は多い。県民の不安に応え、毅然（きぜん）と政府や東電に向き合う姿勢を貫けるかが問われる。
社説　新潟県知事選　再稼働反対の民意は重い
山陽新聞2016年10月18日 06時14分 更新
　おととい、投開票された新潟県知事選は、無所属新人で共産、自由、社民３党推薦の医師米山隆一氏（４９）が自民、公明両党推薦の前長岡市長森民夫氏（６７）ら無所属３新人を破り初当選した。選挙戦は東京電力柏崎刈羽原発の再稼働が大きな争点となり、米山氏は再稼働に慎重な立場を鮮明にしている。
　九州電力川内原発の一時停止を公約とした新人の三反園訓氏が、現職を破った７月の鹿児島県知事選に続く選挙結果である。再稼働を推進する国の原発政策に、またも地元が反対の意思を示した格好になった。
　米山氏は告示わずか６日前に出馬を表明し、準備不足は明らかだった。しかし、告示約１カ月前に４選出馬を撤回した泉田裕彦知事の「福島第１原発の検証なしに再稼働は議論しない」という厳しい姿勢の継承を前面に出して選挙戦を展開し、支持を広げた。
　知事選で共同通信社が実施した出口調査によると、再稼働に反対する有権者が「反対」「どちらかといえば反対」を合わせて６４％に上り、このうち７１％が米山氏を支持していた。再稼働に反対する県民の根強い民意が米山氏を押し上げ、選挙結果を左右したのは明白である。
　柏崎刈羽原発は、事故を起こした福島第１原発と同じ沸騰水型としては全国で初めて、東京電力が２０１３年９月に６、７号機の再稼働に向けた審査を原子力規制委員会に申請した。手続きが進んでおり、合格は早ければ来年とみられている。
　ただ、再稼働には事実上、知事の同意が必要となる。米山氏はきのう、記者団に対し「県民の命と暮らしが守られない現状において、再稼働は認められない」と改めて強調した。
　世耕弘成経済産業相や東電首脳は、米山氏と会談して意見を聞き対応を検討する方針を明らかにした。菅義偉官房長官は記者会見で、再稼働に与える影響はないとの考えを示しているものの、政府は民意を重く受け止めねばならない。再稼働に関しては、これまで以上に慎重な姿勢が必要となる。
　知事選では野党共闘の枠組みも一定の力を発揮したとみられる。共産など３党は、支援した候補が７月の参院選新潟選挙区で自民党公認の現職を破った余勢を駆って、フル稼働した。
　米山氏が直前まで所属していた民進党は自主投票の方針だったが、最終盤には蓮舫代表自らが支援に駆けつけた。ちぐはぐさは否めないものの、辛うじて４野党共闘の体裁を守った形である。
　自民党は選挙期間中、二階俊博幹事長ら党幹部を相次ぎ投入して、党本部直轄で支援態勢を組んだ。それだけに敗北は安倍政権にとって衝撃となった。来年１月の衆院解散も取り沙汰される中、安倍晋三首相の解散戦略に影響する可能性もあろう。
中國新聞／2016/10/18 10:00

社説　新潟知事に米山氏／民意は再稼働を認めず

　東京電力柏崎刈羽原発の再稼働が最大の争点となった新潟県知事選で、医師で新人の米山隆一氏が初当選した。九州電力川内（せんだい）原発を巡る問題が争点になった７月の鹿児島県知事選に続き、有権者は再稼働に「待った」の意思を示したといえよう。
　無所属の新人４人による選挙戦は、共産、自由、社民の３党が推薦する米山氏と、自民、公明の両党が推薦する前長岡市長の森民夫氏による事実上の一騎打ちだった。米山氏は当選後「県民の命と暮らしが守られない現状では再稼働は認められない」と述べた。この初心を県政運営に生かしてもらいたい。
　東電は原発事故を起こした上、いまだ事故収束の見通しさえ立てられない。経営再建のため再稼働を計画しても、原発立地県で理解を得られないのは予測できたことだろう。全国市長会会長を務めた森氏も選挙戦で苦戦を強いられると「国や東電に言うべきことはしっかりと主張する。県民の安全確保が最優先だ」と踏み込んでいた。
　それでもなお、米山氏が６万票以上の差をつけて勝利した。この有権者の選択は重い。
　自民党を中心とする保守勢力に産業界、労組までが加わって原子力開発に前向きな知事を選挙で応援し、当選後は「地元の合意を得た」として原発を推進する—。そうした旧来の手法が通じなくなっている。再稼働を推進する勢力は「潮目」を見誤ったのではないだろうか。
　自民党内には「安倍政権の高い支持率が票に結び付かない。地方で見えない地殻変動が起きているのかもしれない」と分析する向きもあるようだが、あながち的外れではあるまい。
　泉田裕彦知事の突然の４選出馬断念を受け、米山氏が立候補を決めたのは告示日の直前だった。にもかかわらず森氏を破ったのは、福島事故の検証なしに再稼働の議論はできないという泉田知事の路線を引き継ぐと訴えたことが大きいだろう。
　東電が、柏崎刈羽原発６、７号機の再稼働に向けた審査を原子力規制委員会に申請してから３年が過ぎている。規制委が「適合」と判断した場合には、新知事は再稼働を認めるかどうかの判断を求められる。
　しかし、米山氏は地元紙新潟日報の取材に「原発が動かなくてもエネルギーが足りることは事故後に証明された。事故のリスクや放射性廃棄物処理の状況を考えると、現在の原発からは離脱せざるを得ない」と答えている。「脱原発」も提唱する点で注目すべき発言だろう。
　柏崎刈羽原発は、２００７年の中越沖地震の際に火災を起こすなど、トラブルで県民の不信感は募っていた。東日本大震災後は県の技術委員会が福島第１原発の炉心溶融（メルトダウン）の公表が遅れた問題を指摘したことも記憶に新しい。
　しかも最近になって地震に伴う液状化リスクが新たに浮上した。規制委の審査は終盤を迎えていたが、一部の議論をやり直す事態を迎えているのだ。
　一方で、電力の安定供給には原発再稼働が欠かせない、安倍晋三首相は国政と新潟県政の調和点を探る努力を—という論調の報道も早速出ている。
　しかし、一地方選挙と侮ってはならない。国は原発再稼働を前提としたエネルギー政策を根底から見直すべきだ。

高知新聞2016.10.18 08:15
社説　新潟知事選　反原発の世論が示された
　世界最大級の原発、東京電力の柏崎刈羽原発を抱える新潟県の知事選が行われ、再稼働に慎重な姿勢を示す野党系の新人、米山隆一氏が初当選した。
　根強い安全性への不安、電力会社への不信を、住民が改めて突き付けた格好だ。７月の鹿児島県知事選に続き、原発立地県で「反原発」を掲げる知事が誕生する意味は極めて重いといえる。
　原発再稼働に突き進む安倍政権は世論との乖離（かいり）をかみしめるべきだろう。国民の理解を得られない「原発回帰」は許されない。
　３期１２年にわたって新潟県知事を務めた泉田裕彦氏は、県が出資する第三セクター事業に絡むトラブルもあって突如、４選に向けた出馬を撤回した。
　福島第１原発の事故以来、政府や東電に厳しく対応した知事だったから、次の県政トップが原発に対しどんな姿勢で臨むかに焦点が当たるのは自然な流れといえる。
　再稼働を推し進める政府の姿勢を踏まえれば、事実上の与野党対決という構図で、争点も分かりやすくなったのではないか。
　与党の推薦候補も終盤「問題があれば東電や国にノーと言う覚悟だ」と訴えたが、「事故の検証なしに再稼働は議論しない」という「泉田路線」の継承を打ちだした米山氏が振り切った。住民が拭い切れない原発への不安感に、明確な主張がより響いたのは間違いない。
　柏崎刈羽が、福島の事故を引き起こした東電の原発だという事情も大きい。東電は６、７号機の再稼働に向けた審査を原子力規制委員会に申請し、改善した収益を事故対応に充てる方針だ。再稼働が経営再建の前提となろう。
　だが、事故の当事者が運転することへの不安は当然といってよい。さらに、事故収束への費用確保に原発が必要とする電力会社の言い分は、事故を目の当たりにした多くの国民にとって、極めて納得し難い理屈である。疑問を抱いているのは新潟県民だけではないだろう。
　安倍政権は、民主党政権時に国民的議論から導かれた「２０３０年代の原発ゼロ」から方向転換し、原発再稼働を進めてきた。しかし、この間にどれだけ、世論に耳を傾けてきたのか。
　国政選挙で再稼働を公約に挙げてはいたが、経済政策などに焦点が当たる中で原発問題は埋没しがちだった。必ずしも、再稼働方針が国民の信任を得たわけではない。
　政府は再稼働ばかりか、原発優遇策や東電のさらなる支援にも踏み込もうとしている。新潟での結果は、広がり続ける世論との乖離が表面化したにすぎまい。
　当選した米山氏は、再稼働を推進する政府と「理性的で合理的な議論ができると思っている」と述べた。積極的な対話は政府にこそ求められよう。かたくなな「再稼働ありき」の姿勢ではなく、反原発・脱原発の世論と謙虚に向き合う必要がある。 
社説　新潟知事選　原発立地県の民意は重い
西日本新聞2016年10月18日 10時33分 
　安倍晋三政権と東京電力は、柏崎刈羽原発の再稼働に慎重な候補者が当選した新潟県知事選の民意を直視する必要がある。
　原発再稼働に慎重な姿勢を明確にした無所属新人で共産、自由、社民推薦の米山隆一氏が、自民、公明推薦候補を破って初当選した。７月の鹿児島県知事選でも九州電力川内原発の一時停止を公約した三反園訓（みたぞのさとし）氏が初当選している。原発立地県で相次ぐ慎重派知事の誕生は何を意味するのか。
　２０１１年の東電福島第１原発事故で原発の「安全神話」は崩壊した。にもかかわらず、国民の不安や懸念に真正面から向き合おうとせずに再稼働を進める安倍政権と電力各社に対する不信や疑念が噴出したといえるのではないか。
　ところが菅義偉官房長官は「地元の理解を得ながら（再稼働を）進めていくことに変わりない」と述べた。民意の重みを理解した発言とはとても思えない。
　柏崎刈羽原発を巡っては０２年のトラブル隠し、０７年の中越沖地震での火災と放射性物質の漏えいなどで新潟県民の不信感は強かった。泉田裕彦知事は原発事故の徹底的な検証を政府に求めるなど再稼働に厳しい姿勢を貫いてきた。
　泉田氏が突然、知事選から撤退した後、米山氏は泉田氏の路線継承を訴え、告示６日前に立候補を表明した。それでも６万票以上の差で与党推薦候補を退けた。
　それほど安全性への不安と再稼働に対する疑念が強かったといえる。共同通信社の出口調査でも再稼働反対の有権者は「どちらかといえば」を含めて６４％に上り、賛成の２０％を引き離した。こうした民意は立地地域に共通になりつつあるのではないか。であるなら、原発に依存するエネルギー政策を抜本的に見直すとともに、福島の事故対応も再検討すべきだろう。
　民意への無頓着さは民進党も同じだ。支持団体の連合や東電労組に配慮して自主投票にした。接戦と伝わるや、蓮舫代表が最終盤に米山氏の応援に入ったが、ちぐはぐな対応だった。与党も野党第１党も重い課題を突き付けられた。
社説　新潟県知事選　 原発回帰見直しの時だ
南日本新聞 10/18 付 
　新潟県知事選で、東京電力柏崎刈羽原発の再稼働に慎重姿勢の医師米山隆一氏が、初当選した。
　九州電力川内原発（薩摩川内市）の一時停止を掲げた三反園訓氏が、再稼働容認の現職を破った７月の鹿児島県知事選に続き、慎重派の勝利である。
　原発回帰に前のめりな国や電力会社に対して、立地県民が相次いで待ったをかけている。政府はこの明白な民意を直視し、エネルギー政策を見直す必要がある。
　米山氏が無所属新人として出馬表明したのは、告示のわずか６日前だった。推薦の共産、自由、社民３党と市民団体は、支援した候補が７月の参院選で激戦の末に自民党公認の現職を破った余勢を駆ってフル稼働した。
　とはいえ、最有力とみられていた自民、公明両党推薦の森民夫氏は長岡市長を約１７年間務め、全国市長会長も務めた豊富な行政経験の持ち主だ。各種業界団体や連合新潟の支持も得ており、米山氏にとって容易に勝てる相手ではなかったはずだ。
　それでも、米山氏が約５２万８０００票を獲得、森氏に６万票余りの差をつけたのは、争点が原発に単一化されたからだろう。
　出口調査によると、再稼働に反対の有権者は６割強で、賛成の２割を大きく上回った。反対のうち３分の２が米山氏に投票しており、再稼働への賛否が当落を左右したのは明らかだ。
　投票率は５３．０５％で、過去最低だった前回２０１２年の４３．９５％を９．１０ポイント上回ったのも、原発への強い関心の反映といえよう。
　東電にとって、想定を大きく上回る福島第１原発の廃炉費用や賠償は、経営を左右する大問題だ。柏崎刈羽６、７号機が再稼働すれば、営業損益を年間約２０００億円改善できる。来年１月に改定する再建計画では、柏崎刈羽の早期再稼働を前提とする見通しだ。
　だが、こうした計画に対して地元住民の理解や納得を得ているわけではない。再稼働ありきで廃炉や経営再建の算段をつけようとする姿勢は、地元軽視と受け取られても仕方あるまい。住民の不信感が高まるのは当然のことである。
　新潟県は独自に福島第１原発事故を検証する「技術委員会」を設置しており、引き続き安全性の議論を進める。柏崎刈羽原発の事故を想定した避難計画も整備中だ。
　立地自治体が科学的知見の後ろ盾を持つことの意義は大きい。新知事となる米山氏も、技術委を大いに活用しなければならない。県民の不安や不信を解消し、命と暮らしを守る立場から国や東電とじっくり対話してほしい。
社説　新潟知事選野党勝利　原発再稼働拒む民意は重い

琉球新報2016年10月18日 06:02 
　民意を差し置いて、原発再稼働に突き進む安倍政権に対する不信を表す鮮明な意思表示と言えよう。
　原発の安全性に不安を抱く新潟県民の審判を真摯（しんし）に受け止め、安倍政権と東京電力は原発再稼働を優先する政策を見直すべきだ。
　新潟県知事選で、共産と社民、自由の野党３党が推薦した医師の米山隆一氏が初当選を果たした。
　最大の争点だった東京電力柏崎刈羽原発の再稼働に厳しい姿勢を鮮明にした米山氏が、自民、公明両党が推薦する前長岡市長の森民夫氏との事実上の一騎打ちを制した。
　再稼働に厳しい姿勢を貫き、４選を目指していた泉田裕彦知事が告示１カ月前に突然、出馬を断念した。全国市長会長も務めた森氏以外に有力候補はなく、与党楽勝ムードが漂っていた。安倍政権や東電は泉田氏不出馬により、再稼働への期待感を高めていた。
　そんな中、民進党の衆院新潟５区の公認候補に決まっていた米山氏は離党し、告示６日前に立候補を表明した。米山氏は「東電福島第１原発事故、課題が検証されない限り、再稼働の議論は始められない」と公約を掲げた。
　原発再稼働の是非が重要な争点に浮上すると、泉田路線継承を訴えた米山氏が支持を広げ、選挙戦は一転して熱を帯びた。
　自主投票だった民進党は終盤に蓮舫代表が応援入りするなど、実質的な野党共闘が整う形となった。焦った自民党は二階俊博幹事長らが業界団体などを引き締めたが、米山氏の勢いにのみ込まれた。
　柏崎刈羽原発は７基もの原子炉を抱える世界最大規模の原発で、３０キロ圏内に約４６万人が住む。２００２年にトラブル隠しが発覚し、０７年の中越地震では火災や微量の放射能漏れ事故が起きている。
　泉田氏は福島第１原発事故の「炉心溶融」公表遅れに対しても追及の手を緩めず、東電に隠蔽（いんぺい）を認めさせる要因となった。
　共同通信社が実施した出口調査で、再稼働に「反対」と答えた人は「どちらかと言えば」を含めた計６４％に上り、「賛成」の計２０％を上回った。
　有権者は県民の安全確保を最優先する知事を求めたのである。
　７月には鹿児島県でも脱原発を掲げた三反園訓氏が知事に就いた。安倍政権は再稼働を見直すべきだ。自主投票に甘んじた民進党は原発政策に関する態度を明確にしないと、信頼を得られまい。
1

